
参考資料 6-1

新型インフルエンザに係る医療体制に関する調査結果のまとめ

8月 28日付け事務連絡「新型インフルエンザ息者数の増加に向けて医療提供体制の確保等について」に

より、各都道府県の新型インフルエンザに係る外来診療体制及び透析患者、小児、妊帰等の重症者の搬送 。

受入体制について9月 1日 現在、9月 24日現在、■0月 26日現在の状況を調査したところ、集計結果

は以下のとおり。

1.外来診療体制について (平成 21年 9月 1日 現在、9月 24日 翼在、 10月 26日現在)

回答数 47都道府県

(1)イ ンフルエンザ様症状の患者の外来受診についてどのような対応を行っていますか。

(複数回答あり)

回 答 項 目 回 答 数

9月 1日 9月 24日 10月 26日

季節性インフルエンザと同様の (イ ンフルエンザを診ろ医療機関

全てで対応)と している

46 47

インフルエンザ様症状の息者を診る医療機関を指定し、住民に周

知している

3 3

かかりつけ医等に電話をしてから受診するよう呼びかけている 37 43 43

必ず発熱相談センターに電話し医療機関の紹介を受けてから受

診することになっている

0 0

その他 7

(2)イ ンフルエンザ様症状の患者を受け入れる医療機関に対して、感染対策等のための

支援を行つていますか。(複数回答あり)             ′

回 答 項 目 回 答 数

9月 1日 9月 24ロ 10月 26日

希望のあつた医療機関に対して、動線分離のための必要経費 (パ

ーティション購入費等)の支援をしている

4 7 6

マスク等の個人防護具等の資材を備蓄し、必要に応して配布でき

るようにしている

25 32 34

特段行つていないが、今後検討したいと考えている 10 5 4

その他 19 18
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(3)イ ンフルエンザ様症状患者の外来受診患者数の増加に対してどのような対策を検討していますか。

(複数回答あり)

回 答 項 目 回 答 数

9月 1日 9月 24 日 10月 26日

1晏性疾患患者の定期受診を減らすため、長期処方により予約を1

～2ヶ月先に延長している            
‐

23 27 30

救急外来時間帯には、緊急以外の外来受診を控えるよう住民に啓

発している

29 36 38

かかりつけの医師により、ファクシミリ処方せんの発行が可能で

あることを周知している

35 40

診療所においても夜問外来を輪番制で担当するなど、地域の外来

診療体制を拡充することにしている

18 22

地域の中核病院の夜間救急外来を拡充するため、開業医師が輪番

制で診療に参カロすることになつている

11

医療機関の外来だけで対応が困難な場合!こは、公共施設等に発熱

外来を設置して運用することにしている

7 8 8

地域の主な医療機関の受診状況を把握して、待ち時間などの情報

をもとに受診先を誘導することにしている

1 1

その他
22 24 27

2.透析息者、小児、妊婦等の重症者の搬送・受入体制の確保状況について

(平成 21年 9月 1日現在、 9月 24日現在、 10月 26日 現在) 回答数 47都道府県

(1) 透析患者について

※一部複数回答あり

※※項目を追加しての解答は無回答とその他と分類

質  問 回 答 項 目※ 回 答 数

9月 1日 9月 24日 10月 26日

新型インフルエンザに感染した透析患者

の重症者が発生した場合の、専門治療が可

能な受入医療機関について把握し、当該患

者の受け入れに対して協力を要請してい

るか。

既に行つている 20 33 40

今後行 う予定 22 14 6

その他 10 5

透析を行う医療機関の新型インフルエン

ザ患者の受け入れに対する支援を行つて

いるか。

支援を行つている 15 22

支援を行つていな

い

30 26 22

その他※※ 3 3
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(2) 小児について

※一部複数回答あり

※※項目を追加 しての解答はその他と分類

(3)妊 婦について

※一部複数回答あり

※※項目を追加しての解答はその他と分類

注)主な支援の内容                      .

リーフレットの配布、個人防護具や人工呼吸器の整備への補助、施設整備
への支援 等

質  問 回 答 項 目※ 回 答 数

9月 1日 9月 24日 10月 26日

新型インフルエンザに感染した小児の重

症者が発生した場合の、専円治療が可能な

受入医療機関について把握し、当該患者の

受け入れに対して協力を要請している力、

既に行つでいる 21 35 42

今後行 う予定 20 12 4

その他 10 6 4

小児医療機関の新型インフル平ンザ忠者

の受け入れに対する支援を行つている力ゝ

支援を行つている 21 24

支援を行つていな

い

28 24 20

その他※※ 3 3

質  FD5 回 答 項 目※ 回 答 数

9月 1日 9月 24日 10月 26日

新'型イシフルエンザに感染した妊婦の重

症者が発生した場合の、専門治療が可能な

受入医療機関について把握し、当該患者の

受け入れに対して脇力を要請している力ヽ

既に行つている 21 33 40

今後行う予定 21 14 6

その他 10 5

産科医療機関の新型インフルエンザ患者

の受け入れに対する支援を行つている力、

支援を行つでいる 20 23

支援 を行つていな

い

30 25

無回答※※ 3 3
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群 0 0 0 0 0 0
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郷 0 0 0 O 0 0

山静 0 0 0 0 0 0
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0 0 O 0 0 0

馨罐 0 0 0 0 0 0

林 0. 0 0 0 0 0
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0 0 0 0 0 0

場
=
0 0 0 0 0 0

千葉 0 0 0 0 O O

東京 0 O 0 O 0 0
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●Ｏ 0 0 0 0 0
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石,:: 0 0 0 0 0 0
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鮨 0 0 0 0 0 0

崚摯 0 0 0 0 0 0

静目 0 O 0 0 0 O

勁 O 0 0 0 0 0

0 0 0 0 O 0 0 0 0

滋買 0 0 0 0 0 0

藤 0 0 O 0 0 0

大に 0 0 O 0 0 0

撃 0 0 0 0 0 0

秦民 0 0 0 0 0 0

和破山 O O 0 0 0 0

轟 取 0 0 0 0 0 0

■繊 0 0 0 0 0 0

目山 0 0 0 O 0 0

広ニ 0 0 0 0 0 0

山ロ
′
。 0 0 0 O 0 0 0 0

饉島 0 0 0 0 0 0

書

":

0 0 0 0 0 0

基 0 0 0 0 0 0

詢 0 0 0 0 0 O

額 0 0 0 0 O ０

．

ほ 0 0 0 0 0 0

鶏 0 0 0 0 0 O

麟 0 O 0 0 0 0

炒 0 0 0 0 0 0

“

・ o 0 0 0 0 0

魔児■ 0 0 0 0 O 0

稲 0 0 0
・０ 0 0

遺析患者、小児、妊帰等の二症者の搬送,受入体制の確保状況
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(平成 21年 9月 24日現在)

新型インフルエンザ 外来医療体制に関する日壺
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透析患者、小児、妊帰等の重症者の搬送・受人体制の確保状況
tT211田月24日■在〕

餞 型児|='いて

小児Eaa日の新菫″ ル
ガ ●●●動 神

“
支Jを
"て
いるか。

小児

…

した場合
ぬ ●R当●ぶ富艶た晏λ鑑EE― Emmoョ 躙 3 8PH薇が可能な憂λE翻

t●AJ睦爾●‐ 引ヽ鴫 瞭撮田
についてIBIL豊餞

"翻 が

う文接魯いコ醸い 。
について肥籠L当 日田ゆ 受
オ′け凛譲れて協用 Ltt

静 .

醸 静

“

嗜
薇 佛
予足

モ0饉 難いる
議“神

饉目害
駐 静

“

｀”程
毬 織いる
議“沖
●B害
Er_‐
ている

性

"予定
塾 無いる

^口
き

い ‐ヽ 組 害

籠 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

‥ 0 0 0 0 0 0 0 0
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山静 0 0 0 0 0 0

IE島 0 0 0 0 0 0

翼協 0 0 0 0 0 O 0

胡 ホ 0 0 0 0 0 0

澪ニ 0 0 0 0 0 O

埼玉 0 0 0 0 0 0

千重 0 0 0 0 0 0

慧 0 0 0 0 O 0

い劇‖ 0 0 0 O 0 0

鵬 0 0 0 0 0 0

=山
O 0 0 0 0 0

石 ::; 0 0 0 0 0 0

椰井 0 0 0 0. 0 0

山員 0 0 0 0 0 0

長野 0 0 O 0 0 0

聾 0 0 0 O 0 0

"目

0 0 0 0 0 0

麹 0 O 0 O 0 0

三 菫 0 0 0 0 0 0 0 ・° 0

瀬 0 0 0 0 0 0

東

`

0 O 0 0 0 0

六E 0 0 0 0 0 0

兵 庫 0 0 0 0 0 0

齋民 0 0 0 0 0 0

和腋山 0 0 0
●０ 0 0

鳥取 O 0 0 0 0 0

■根 0 0 0 0 0 0

目 山 0 0 0 0 0 O

広島 0 0 0 O O 0

山ロ 0 0 0 ro 0 0 0 0 0

"島
0 0 0 0 0 ・0

椰 :: 0 0 0 0 0 0

2H 0 0 0 0 0 0

吉知 0 0 0 0 0 0 0

網目 0 0 0 0 0 0

艘 0 0 0 0 0 0

鶏 0 0 0 0・ 0 0

餞本 0 0 0 0 0 0

大分 0 O 0 O 0 0

官晴 0 0 0 0 0 0

庫腱 0 0 0 0 0 0

沖饉 0 0 0 0 0 0

※項目を■加しての解答は黒回答と分麟
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麟菫″ フルエンザ 外素巨壼体制に目する日壺
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透新患者、小児、妊Hの ■病者の搬送・受入体制の確保状潔

●項目を追加しての解書はその優 分嬌
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新型インフルぅこ空1巽属露島癸瀾薦酪璽堆発言
う医療
賛撃野21年 9月 1日現在) |

"理
用
晨名
医療機関数 全保有台数

新生児用
保有台数
(内訳)

=二
働台数※

  |帥いｍ七誨遺 143 861 書 12t 召 33■ 貴 32  召

青森 104 553 台 54 ■ 鋭B 召 ″  ¬

彗手 73 401  台 54 ■ 179 颯 18 ■

■城 49 400台 58 治 182■ 32 台

秋田
262 ■ 40 台 139 台 10 台

山静 49 419■ 41 治 1"台 10 台

福島 88 674 台 90慣 307・ ■ 43 颯

ま城
677召 63 ■ 325 ■ 2t 台

綺木 540嗚 72■ 240台 27 響

諄用 69 541燿 99 台 222脅 25 合

埼玉 300 1,22 ■ 129■ 944■ 54 台

千猥 229 1296 台 165 1 515台

東京 482 3,32 ■ 422 台 1,39 台 153 `

神帝
'1

213 1705 ■ 203 台 890 台 85

・ 6・ A 83 716f 62■ 347 台

富山 267演 40 ■ 116召

石川 50 543・ 貴 33 召 355■ 20

福井 66 269 ■ 36 ■ 112台 14  f

山栞 24 223■ 30台 103台 ¬

二野 533■ 131 ■ 269 颯 55 告

“

590台 79 ■ 230■ 27 ●

"目

83 804台 166台
"嬌

81 台

彙知 260 1瑯  颯 224 台 636台 83  貴

三菫 98 596 ■ 65台 320 召 63 台

摯賛 439 台 53 召 178 台 19 ■

94 695治 65 ■ 415召 27 召

六薇 166 1,153 召 150■ 616■ 69 鶯

1,7 1088 色 :45 ` 587 台 48 f

棄良
381 召 45貴 215台 23 台

349台 32 台 98 ■ 2 ■

島取 201 台 23 ■ 33颯 12 懺

島根 20 276 台 19 ■ 143■ 6 召

目山 154 889 ■ 104 ■ 430台 44 雀

広島 954慣 98 台 437台 35 台

山 口 70 589 ■ 62 台 311台 21 台

諄B 4鋼  台 31 台 235台 3台

書
'"

35 401■ 55 台 260■ 29 治

愛餞 487 台 41 颯 139■ 18 `

■知 8 161 ■ 32■ 35 a 5 =

縞ロ 80 99o 台 171 ■ 521 ■ 70 颯

佐賛 ¬63治 18 台 32台 3 台

長崎 523■ 56 台 200■ 18 ■

藤本 611 台 43■ 385 貴 22 ■

大分 40 441 1 36■ 234 貴 12 台

宮崎 72 467台 47 ■ 250 台 16 台

慮兄島 調査中 調査中 調査中 調査中 調査1

議 279 ■ 56 台 195台 20 ■

合計 4410 32179 台 3J刃  台 1田00治 ‖隧3 台

※ 平成21年9月 1日 -4日資 の任意の一時点において、実際に呼吸
管理に用いていた人工呼吸署の台数
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言
型インァ
ル
ぅこ認覇嘉a創尋酪露自雲

う医
言繁諄1年 ,IJL写在」

螢梓働台数※府道
名

師

晨 E・A機関数 全保有台数
新生児用
保有台数
(内Ю

新生児用
稼口台数※
(内訳)

JL海道 143 8“ f 121 ■ 387資 32 貴

青 鞣
・
104 558 ■ 54 泊 9■ 百

着手 73 4011 54■ 179 ■ 18 台

官城 400 颯 58■ 102■ 32 書

秋田 262 台 40 台 139■ 10 姿

山移 49 419台 41 召 194貴 10 召

“

島 685■ 90 ■ 400■ 43 台

議 61 677準 63 台 325■ a F

績木 562 ■ 72 台 252台 27 委

諄目 541 ■ 99■ 222台 25 台

燿 三 300 1,22 ■ 129■ 944台 54 台

千葉 229 1296 台 165 自 515颯 64 台

東京 432 3ρ32 召 422 台 1。989 ■ 158 召

神奈川 1,05 ` 203台 899台 35 拳

新渭 716台 62 台 347■ 17 召

`山

267■ 40 台 116台 17 召

石

'::

50 543 ■ 33‐ 台 355■ 20 台

福井 269 治 36台 112台 14 治

口梨 24 223 台 30台 103治 3 台

長野 66 583颯 131 召 269 召 55 召

崚阜 590 台 79台 200■ 27 脅

静目 884■ 166 台 443 召 81 召

彙知 220 1●70 颯 230台 717台 102 召

二重 596貴 65 召 329台 63 r

滋賀 439台 53■ 178台 19 ′

烹事 94 695台 65 台 415台 27 台

大阪 165 1,153 ■ 150台 613 ■ 69 ■

兵庫 157 ・1,38 ■ 145 台 587台 43 召

秦良 381■ 45 ■ 215台 28 召

和な山 47 349治 32 颯 96台 2 r

鳥取 201 台 23 ■ 33台 12 召

島根 27ふ 召 19 1 143台 6 台

口山 894治 99 ■ 497姜 44 召

広島 954台 98召 437台 35 奮

山 ロ 589台 62台 311 台 劉  召

領島 441 台 31召 235 台 .3 台

着,1 401 台 55 台 260台 29 台

摯燿 487 ` 41 台 139 召 18 召

百知 63 396■ 40台 192 ■ 6 青

額目 996颯 171 台 521 台 70  ●

佐賀 163台 13 ■ 32台 8 台

長綺
523台 56■ 260台 18 召

鰺 611 者 43 ■ 385 台 22 4

大分 40 441 告 36 召 234台 12 台

古綺 461台 47台 258召 16 響

庄児ヨ 調査中 調査中 調査中 調査中 調査中

沖縄 9 279 台 56告 195雀 20 台

合計 4303 3鰤86台 3μB 雀 1●31S台 1静3台

※ 平成21年9月 1日～4日 までの任意の一時点において、実際
に呼吸管理に用いていた人工呼吸署の台数

・
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(平成 21年 9月 1日現基)|         |
新型インフルエンザ患者の入院診療を行う医殊機関あ届床状況調査結果

都道府縣

医療法上の許可病床数
(平成21年 9月 1日現在)

診療llHの届出を行つてしヽる翻 床数
(平成21年 9月 1日現在)

稼働実績 (平成21年 9月 1日～7日の病床利用の
平均飲)

感染症病床 結核病床 感染症携床 結核病床
感染壼病末 結核病床 ―臓病床

―殿漏床
ICtl床数X 跡 栞 :alR餞※

北海道 324 90月 487 日 低493' 82● 325 ' 44p30日 44ア  ロ
`虜

:62ヨ 34,99麻 435 月

青轟 104 201 ::2 月 1:3" ヨ 20" 76露 ,0525 ヨ 00虜 7庫 231 8メ64臓 75 虜

岩手 73 361 :67 ' ‖272 1 36日 :67 ロ l¨89ロ 127 虜 0誌 29 1 8589床 95 '

宮城 28 月 92ロ :Q446月 28■ 84 月 10脚 ロ :“ 虜 :: 粛 36 虜 8,123露 :33 ,

秋田 23 30 1 491 8ヽ:7 1 30, 49 日 6β75 ロ 25■ 0虜 19ロ S164麻 19 屏

山形 40 181 50 日 a383 日 18虜 50日 8鰤 Л 102■ 4虜 361 ι632麻 80 ■

福島 88 361
`86 
日 1,736ロ 30日 :3o ロ :■ 104 1 197 虜 0 ヨ 60` 11,149麻 147 ヌ

茨城 48' :68ロ :4395 月 44 1 703 :昭浚 痒 :55 ■ 7■ 24 a ■523耳 ‖5 ヨ

栃本 26 月 :34月 lQ4フ 3 ロ 20 ' 65虜 :Q:04■ 185 ● :5 ■ 26 メ 8,664癖 :58 日

撃属 59 461 69ロ 12036 日 46 ロ 63虜 1:・66: 日 125 ロ 0虜 3: J 8,20麻 :01 月

埼玉 300 30ロ :91 1 3■ :01 ロ 30 ロ :42虜 34953■ 503 ■ 1露 931 26p5粛 488 '

子案

“

ロ 60ロ 2■769 月 53 月 36虜 a位 癖 略  ロ 9虜 17 ` 2515床 323 ,

東京 1231 652  日 81.758 日 ,50■ 78■74癖 :503 ■ 41 農 396ロ 眩鯛 虜 1,038  ロ

神奈川 741 :55 J 颯800月 74■ :56 癖 42,179膚 842 ● 8虜 :31 ヨ 33鰤 粛 692 月

新潟 89 36ロ !∞ ロ 1■942 1 36■ 80ロ :0256メ 2鯰  虜 2臓 27J 13263沸 :50 1

=山
4B 20 麻 1033 a35ヽ ロ lSロ 102 日 3鰤 虜 67 1 6嗚 43癖 園 曖 疇 50  日

石川 :3麻 921 10297隣 19月 92 1 :¨731 1“ ロ :ロ 70メ 8脚7曰

“

 ロ

構井 48 :6虜 116 日 6.:22粛 10麻 104ロ ●024 1 76  ロ 7ヨ 45虜 4瀬3■ 59  月
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料フー 1

・2009年 11月 20日   ・

新 型 イン フル エ ンザ の 発 生 動 向 γ医療従事者向劇 辟 情報～

厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部

4月 に発生した豚由来 A/Hl‖1の新型インフルエンザは、瞬く間に世界に拡大しましたが、

それとともにウイルスの特性についても徐々に明らかになつています。国内でも、医療機関

や各自治体の協力によリサーベイランス体制が維持されており、その報告に基づき疾患の性

状が明らかとなつています。今回、主に医療従事者に活用いただくことを目的として、これ

まで厚生労働省が収集した情報を整理いたしました。臨床における参考資料としていただけ

れば幸いです。過去の新型インフルエンザの経験からも、流行が拡大するにうれてエビデン

スが刻々と変化する可能性があります。また、ウイルスの変果による病原性の変化や薬剤耐

性ウイルスの発生についても注意が必要です。本報告はあくまで現時点の知見をまとめたも

のですので、今後も最新の情報に注意しつづけていただきますよう、お願いいたします。

ポイント

011月 中旬までに国民の 14人に 1人程度がインフルエンザで医療機関を受診したと推定
され、受診者の 1200人 に 1人が入院し、入院患者の 16人に 1人が重症化し、受診者の

14万人に 1人 が死亡したものと推計される.

0全 入院のうち基礎疾患を有さない方が約 64%を占めているが、基礎疾患を有する頻度が
低い年代に入院患者が集中していることが、全体として基礎疾患のない方の入院の割合

・

を押し上げている可能性がある。

050名 の死亡者の分析によると、発症から死亡までが平均5.6日 (中間値3日 )であり、
早い経過で亡くなつており、入院を要すると判断されてから死亡するまでの期間も平均

で3.7日 (中間値 2日 )と短期間である。

O主治医の報告に基づく直接死因として、20歳未満では急性の心筋炎や脳症、肺炎などが
報告されている。20歳以上では、急性肺炎が死因の20%を 占めている。

O推定受診者当たりの入院率と重症化率を週別てみると、それぞれ0.080/6、 0.006%程度
で横ばいに推移している。
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◆新型インフルエンザの二症農

国立感染症研究所は、7月 27日 より 11月 15日

までの新型インフルエンザによる受診者数を約

898万人と推計しています図 11ただし、これは

発症し、かつ医療機関を受診した患者数であつて、

医療機関を受診せずに自宅療養をしている方や不

顕性感染の方を含んでいません。

入院患者については、入院サーベイランスによ

り、7月 28日 から 11月 17日 までに 7708人の全

数報告をいただいています。さらに、このうち 345

人が入院中に人工呼吸器を使用、もしくは急性脳

症と診断されていますこまた、自治体からの報告

によると、11月 17日 の時点で新型インフルエン

ザ感染と診断されて 65人が死亡しています。

これにより、H月 中旬までに国民の 14人に 1

人がインフルエンザで医療機関を受診したと推定

され、受診者の 1200人 に 1人が入院し、入院患者

の 16人に 1人が重症化し、受診者の 14万人に 1

人 が死亡したものと推計されます。

◆入院患者の分析

区コに7月 28日から11月 3日までの入院サー
ベイランスの報告による入院患者における疾患群

別の基礎疾患保有率を示します。全入院のうち基

礎疾患を有さない方が約 64%を 占めており、感染

した場合に入院を要する状態になる方において、

図1新型インフルエンザの■症慶

基礎疾患を有しない方も少なくないことが分かり

ます。

□ は、 図 2に示したものを20歳未満と以
上に分けて基礎疾患を分類しています。20歳以上

においては、基礎疾患を有しない者が入院した方

の3割程度となっています。その一方で、慢性呼

吸器疾患や糖尿病、慢性心疾患、慢性腎疾患など、

.諸外国で指摘されている重症化しやすいとされる

基礎疾患を有する方が、わが国においても多く入

院していることが分かります。

すなわち、これまでの入院患者のうち 88%が 20

歳未満であることなど、基礎疾患を有する頻度が

低い年代に入院患者が集中していることが、全体

として基礎疾患のない方の入院の割合を押し上げ

ている可能性があります。

今後、わが国において中高年層にまで感染が拡

がるかを予測することは困難ですが、オーストラ

リアでは入院患者 4841人 中 35%が 20歳未満であ
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年齢   平均45.5歳
発症から死亡までの期間

平均 5.6日 (中間値 3日 )

入院していた期間
3.7日 (中間値 2日 )

図4 新型インフルェンザ死亡例の分析
(年齢・障簾 遇)メ霧β霧器駿潔雅劉猾

ることなど、諸外国の発生動向を参考にすると、

他の年齢層にも感染が拡がり、基礎疾患を有する

方の入院が増える可能性があるものとして医療機

関では備えていただきたいと思います。

◆死亡事例の分析

回 は、11月 7日 までに自治体蕉通じて厚生労

働省に報告された 50名の死亡者について、年齢別

に臨床経過を示したものです。発症から死亡まで

は、平均で 5.6日 (中間値 3日 )と 早い経過で亡

くなつておられることが分かります:ただし、発
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症の定義が、主治医からの報告に基づくため、必

ずしも揃えられていないことにご注意ください。

ただ、入院を要すると判断されてから死亡するま

での期間も平均で 3.7日 (中間値 2日 )と短期間

であることは、わが国における新型インフルエン

ザのこれまでの死亡例については、細菌性肺炎を

合併して亡くなられるという季節性インフルエン

ザで経験的に知られる典型的な死亡に至る経過以

外の要因もあるものと考えられます。

主治医の報告に基づく直接死因のうち、2o歳未

満 12例について図コに示します。急性?心筋炎や

脳症、肺炎など多様な病像による死亡が報告され

ています。また、20歳以上 38例について区コに

示しますが、急性肺炎が 20%を占めて主たる死因

となっていました。さらに多臓器不全が 12%、 COPD

など基礎疾患の急性増悪が 10%と 続きます。ただ

し、報告いただいた直接死因の中には、必ずしも

新型インフルエンザとの関連があつたとは言い切

れないものも含まれていると考えられます。

現在わが国では、インフルエンザの診断後、速

やかに抗インフルエンザウイルス薬の投与が行わ

れているものと考えられます。図 ヨにみるように、

国内の死亡例においても半数以上が発症翌日には

投与が開始されていました。早期に投与されてい

ても死亡が回避できない事例も発生していますが、

抗インフルェンザウイルス薬の早期投与が重症化

の防止に寄与している可能性については、多くの

専門家が指摘しているところです。
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いことが分かります。一方で、高齢者が感染した

場合には、季節性インフルエンザと同様に死亡す

るリスクが高υヽこと力`分かります。

図 111ま、入院患著と重症者のうち、基礎疾患

を有していた方の割合を示したものですが、年齢

が上がるにつれて基礎疾患を有する方の割合が増

していることが分かります。

0‐   5・  10‐   ‐  20・  30・  40‐  50‐  60‐  7●・

図8 年齢階級別受診率及び入院率
(年齢階級別人口当たり)

‘
輔
務
明
‘

図7 国内死亡例年おける抗インフルエンザウ

ィ
ルス薬の開始警

錢膿最瑠み籠習燎馴静

今後、急速に経過する死亡事例を減らしていくた

めにも、抗インフルエンザ薬の早期投与に加え、重

症患者へのアプローチについての臨床的検討をすす

めていただければと思います。

◆年齢別の発生動向

以下の分析では、推計受診者数を年齢階級別に

細分化したものを用いていますので、誤差が大き

くなるものと考えられます。よつて、これら情報

は、あくまで臨床における参考程度としてくださ

い。

国 は、年齢階級別の人口 10万人当たりの推定

受診率と入院率を示しています。5-9歳、10-14歳

においては、11月 初旬までに2割程度がすでに医

療機関を受診したと考えられます。

□ は、さらに基礎疾患の有無別に各年齢階級

別入院 10万人当たり入院率と重症化率を示した

ものです。やはり、基礎疾患を有する方は無い方

に比べ、感染リスクが同じとすると入院するリス

クが極めて高いと考えられます。

図 10に推定受診者 100人当たりの年齢階級別

入院率と死亡率を示します。高齢者へも十分に注

意すべきことが、1推定受診者数あたりの死亡者数

でみると明らかになります。これには、高齢者に

は基礎疾患を有する方が多いことが背景にあると

考えられます。小児、とくに幼児が感染した場合

の入院率は高いものの、死亡するリスクは高くな
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図9基 礎疾患の有無別にみた年齢階級別入院
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ただし、基礎疾患を有する方や:高齢者につい

ては、念のための入院も多数含まれている可能性

があると考えられます。

現在は小児に感染が広がっているt》のの、高齢

者の重症化傾向が季節性インフルエンザ同様にみ

られることから、とくに基礎疾患を有する方には

感染予防を′きがけるよう.に指導していただければ

と思います。

◆入院率と菫症化率の推移

図 12は、8月 10日 から11月 15日 までの推定

受診者 1∞ 人当たりの入院率と重症化率の推移を

週別で示していますらそれぞれ 0.08%、 0.006%

程度で横ばいに推移しており、単純比較は困難で

すが、8月 28日 に「新型インフルエンザ仏/HlNl)

,●■■■■3●
'37●“

績31●
“
Ⅲ●■●■43い な゙ 4`゛

“
罐

図12 週別における人院率及び重症化率の推移
(推定受診者100人当たり

'

の流行シナリオ」で厚生労働省が示した入院率、

重症化率と比べれば低い値となっています。

この入院率は低下傾向にあるようにもみえます

が、この背景には、注意喚起が浸透して軽症でも

受診している事例が増えてきていることなどがあ

るとも考えられます。

ただし、基礎疾患を有する方が多い中高年へと

感染が拡大したり、抗インフル■ンザウイルス薬

への耐性化などウイルスの性質が変化したりする

ことにより、推定受診者当たりの入院率が今後上

昇に転する可能性もあります。この指標について

は注意深く見守つてゆく予定としています。

今後とも、各医療機関におかれましては、自治

体および厚生労働省が実施するサーベイランス

ヘのご協力をよろしくお願いいたします。

0駆
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料 7二 2

2009年 12月 25日

新 型 インフル エンザ の発 生 動 向 ～医療従事者向け疫学儀 ト

Ver.2

厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部

わが国における、新型インフルエンザA/HlNlの受診者数は 12月に入つてから減少傾向に

あると考えられますが、いまだ流行は終息してはおらず、また世代を変えて新たに拡大する

可能性もあることから、継続して対策してゆくことが求められます。医療機関や各自治体の

協力によリサーベイランス体制が維持されていることから、その報告に基づき疾患の性状が

徐々に明らかとなつています。11月 20日に新型インフルエンザの発生動向についての情報

提供をいたしましたが、今回、改めて厚生労働省が収集した情報を整理いたしました。臨床

における参考資料としていただければ幸いです。過去の新型インフルエンザの経験からも、

流行が拡大するにつれてエビデンスが刻々と変化する可能性があります。また、ウイルスの

変異による病原性の変化や薬剤耐性ウイルスの発生についても注意が必要です。本報告はあ

くまで現時点の知見をまとめたものですので、今後も最新の情報に注意しつづけていただき

ますよう、お願いいたします。

ポイント

012月中旬までに国民の 8人に1人がインフルエンザで医療機関を受診したと推定され、

受診者の 1300人に1人が入院し、入院患者の16人に 1人が重症化し、受診者の13万

人に 1人が死亡したものと推計される。

O全入院のうち基礎疾患を有さない方が約 65%を 占めているが、基礎疾患を有する頻度が
低い年代に入院患者が集中していることが、全体として基礎疾患のない方の入院の割合

を押し上げている可能性がある。

O入院している患者のうち、とくに基礎疾患を有する方が重症化しやすく、とくに20歳以
上において基礎疾患を有する方の重症化傾向が強いと考えられる。

O今秋からはじまつた流行については、12月以降、5-9歳、10-14歳の受診者数が減り始
めているが」それ以外の世代については減少傾向にあるとは言い切れず、今後、異なる

世代における流行により受診者数が増加に転じる可能性は残されている。

0推定受診者当たりの入院率と重症化率を通別でみると、それぞれ 0.03%、 0.005%程度
で横ばいに推移している。こうした傾向が季節性インフルエンザと比して重篤と言える

か、あるいは国際的な発生動向と比してどうであるかは、いまだわが国が新型インフル

エンザ流行の途上であると考えられるため明らかではない。

1                 

・



◆新型インフルエンザの二症農

わが国における新型インフルエンザのサーベイ

ランス情報について、重症度卿1に して区コに示し

ました。

まず、国立感染症研究所は、7月 27日 より 12

月 13日 までの新型インフルエンザによる受診者

数を約 1539万人と推計しています。ただし、これ

は発症し、かつ医療機関を受診した患者数であつ

て、医療機関を受診せずに自宅療養をしている方

や不顕性感染の方を含んでいません。

次に、入院患者については、入院サーベイラン

ス:こより、7月 28日 から 12月 15日 までキこ11723

人の全数報告をいただいています。さらに、この

うち 747人が入院中に人工呼吸器を使用、もしく

は急性脳症と診断されています。また、自治体か

らの報告によると、12月 15日 の時点で新型イン

フルエンザ感染と診断されて 122人が死亡してい

ます。

これにより、12月 中旬までに国民の 8人に 1人

がインフルエンザで医療機関を受診したと推定さ

れ、受診者の 1300人に 1人が入院し、入院患者の

16人 に 1人が重症化し、受診者の 13万人に 1人

が死亡したものと推計されます。

◆入院患者及び■症患者の分析

亭子Ⅲ、不軍焦撃|= ＼
図1新型インフルエンザの■症度

ベイランスの報告による入院患者における疾患群

別の基礎疾患保有率を示します。全入院のうち基

礎疾患を有さない方が約 65%を占めており、感染

した場合に入院を要する状態になる方において、

基礎疾患を有しない方も少なくないことが分かり

ます。

口 は、 図2に示したものを 20歳未満と以
上に分けて基礎疾患を分類しています。20歳以上

においては、基礎疾患を有しない者が入院した方

の 3割程度にとどまっており、慢性呼吸器疾患や

糖尿病、慢性心疾患、慢性腎疾患など、諸外国で

指摘されている重症化しやすいとされる基礎疾患

を有する方が、わが国においても多く入院してい

ることが分かります。

すなわち、これまでの入院患者のうち 88%が 20

歳未満であることなど、基礎疾患を有する頻度が

低い年代に入院患者が集中していることが、全体

として基礎疾患のない方の入院の割合を押し上げ
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ている可能性があります。

回 は重症患者における疾患群別
の基礎疾患保

有率を示しています。ここで言う重症とは入院中

に人工呼吸器を使用、もしくは急性脳症と診断さ

れた事例と定義しています。図2と比較するとt

入院している患者のうち、基礎疾患を有する方が

重症化しやすいと考えられます。また、国 は、

図4に示したものを20歳未満と以上に分けて基

礎疾患を分類していますが、図3と比較すると、

20歳以上において基礎疾患を有する方の重症化傾

向が認められます。

◆死亡事例の分析

12月 6日 までに自治体を通じて厚生労働省に報

告され′た死亡事例 100例について、年齢分布や臨

床経過、基礎疾患などの情報を示します。

全死亡事例の年齢分布を回回に示します。死亡

者数は 70歳以上の高齢者と5歳未満が多く、10
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代の死亡例は少数でした。

次に入院患者数に対する死亡数を年齢階級別に

国に示します。小児では、5歳から 14歳までの入

院患者あたりの死亡数は少なく、一方で 4歳以下

や 20歳以上で入院患者あたりの死亡数は多くみ

られました。全体の死亡率が低い理由として、日

本では小児の流行が主であつたことなどが専門家

により指摘されています。
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◆発症から死亡までの経過

次に発症から死亡までの日数をみると、平均 7.2

日(中央値 4.0日 )と 早い経過で亡くなつており、

入院してから死亡するまでの期間も平均 6.7日

(中央値 3.0日 )と短く、発症後に短期間で入院

し、早期に亡くなつているという臨床経過が分か

ります。ただし、発症の定義は主治医からの報告

に基づくため、必ずしも同じでないことにご注意

ください。

抗ウイルス薬の投与は、発症後平均 2.0日 (中

央値 1.0日 )と早期に行われていました。臨床経

過の長かつた死亡事例 (発症から死亡までの期間

が 9・ 日間以上 :平均 19日 :中央値 20日 )23例に

おいては、発症後に抗ウイルス薬を投薬するまで

の期間が平均 4.5日 (中央値 2.0日 )と比較的長

く、複数例で迅速診断キットや PCR等の検査での

診断困難がありました。臨床症状 。所見などに基

づく抗ウイルス薬等での治療の開始も考慮すべき

であると示唆されます。

以下に引き続き、15歳未満の小児 lN=28)、 15歳

以上 65歳未満の者 040)と 65歳以上の高齢者

帷 32)に年齢で三分して示します。

15歳未満の小児死亡例では、発症から入院まで

の平均日数は 1.2日 (中央値 1.0日 )、 発症から死
.

亡までの平均日数は 5。 4日 (中央値 2.0日 )であ

り、他の世代の死亡例よりも急速な臨床経過をと

っていました。15歳以上 65歳未満の死亡例につ

いては、発症から入院までの平均日数は2,5日 (中

央値 2.0日 )、 発症から死亡までの平均日数は 7,7

日 (中央値 5.0日 )と早い経過でありました。ま

た、65歳以上の高齢者死亡例では、発症から死亡
.

までの平均日数は8.3日 (中央値 5.0日 )・ であり

ました。

特記すべきこととして、小児死亡28例のうち

17例 (60。 7%)は医療機関を受診し抗ウイルス薬な

どの投薬を受け帰宅後、重症化し再入院していま .

した。また、28例のうち4例 (14.3%)は医療機関

を受診する前に自宅で心肺停止・死亡にて発見さ

れており、自宅での経過観察の重要性、保護者ヘ

の情報提供の必要性が示唆されました。自宅での

経過観察に関して、日本小児科学会と厚生労働省

は共同で医療機関受診後の注意に関するパンフレ

ットを作成 。公開し、注意を喚起しているので参

考にしていただきたいと思います (別添 3参照)。

◆直接死日と菫症化リスタ

主治医の報告に基づく直接死因を、年齢区分別

に図7～ 9に示します。小児死亡例 (15歳未満)

では脳症・脳炎が全体の21%(6/28)と 主な死因で

あり、肺炎 18%(5/28)と 多臓器不全 14%(4/2め

が続いていました。15歳以上 65歳未満では、肺

炎が42.5%(17/40)と 主な死因であり、多臓器不

全 2串 (9/40)と 心不全 10%(4/40)が続いていまし

た。また、65歳以上の高齢者死亡例では肺炎が

44%(14/32)と 主な死因であり、慢性呼吸器疾患や

慢性腎不全などの基礎疾患の増悪による死亡が

22%(7/32)、 多臓器不全 13%(4/32)と共に死因の

上位を占めていました。

年齢別の死亡例における重症化リスクとなる基

礎疾患を持つ割合を図10に示します。年齢が高
いほど、基礎疾患を持つ割合が高くみられました

が、その年代の基礎疾患の有病率を反映している

等の他の条件の影響の可能性もあり、慎重な解釈

が必要です。

高齢者については、65歳以上死亡例 32例のう

ち、31例 (96.9"が重症化リスクとなる基礎疾患

を持つていました。基礎疾患の内訳を図 1コに示

します。慢性呼吸器疾患と糖尿病がそれぞれ 42%

(13/31)、 39%(12/31)と主な基礎疾患となってい

ました。
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◆年齢別の発生動向

以下の分析では、推計受診者数を年齢階級別に

細分化したものを用いていますので、誤差が大き

くなるものと考えられます。よって、これら情報

は、あくまで臨床における参考程度としてくださ

セ`。

図 12は、年齢階級別の推定受診率と人口 10

万人当たりの入院率を示しています。5-9歳、10-14

歳においては、12月 中旬までに7割程度がすでに

医療機関を受診したと考えられます。別添 1にあ

るように、不顕性感染が 18%と いう報告もあるこ

とから、すでに小中学生世代の非常に多くの方が

新型インフルエンザに感染しているものと考えら

れます。
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図13 年齢階級別入院率、重症化率及び死亡率
(推定受診者100人当たり)
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図13に推定受診者 100人当たりの年齢階級別

入院率、重症化率及び死亡率を示します。これま

での高齢者の受診数は確かに多くはありませんが、

発症した場合には季節性インフルエンザと同様に

高齢者は重症化する可能性が他の世代に比して高

いことが明らかです。これは、1高齢者には基礎疾

患を有する方が多いことが背景にあるためと考え

られます。

図14は、週別における年齢階級別推定受診者

数の推移を示しています。12月 に入つてから、5-9

歳、10-14歳の受診者数が減り始めていますが、

それ以外の世代については減少傾向にあるとは言

い切れず、今後、異なる世代における流行により

受診者数が増加に転じる可能性は残されています。

別添 2にあるように、わが国でも他の年齢層にも

感染が拡がり、基礎疾患を有する方の入院が増え

る可能性があるものとして備える必要があります。

とくに、医療機関については、基礎疾患を有す

20

図14週別における年齢階級別推定受診者数の推移
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る方が多く集まつていることから、院内感染防止

策について改めて徹底するようお願いいたします。

なお、図 15は、昨シーズン (季節性インフル
エンザ)における、推定受診者数の年齢階級別害1

合の推移を示していますが、とくに年末年始にか

けては、受診者における中高年層の割合が増えて

います。多くの国民が公共交通機関を利用して移

動し、世代間の交流も活発になることが背景にあ

る可能性もあります。流行状況が異なる今シーズ

ンと単純に比較すること:まできませんが、来る工

月連体においては、医療機関ヽのお見舞の来訪者

が増えたり、|一時的な退院などにより院内にイン

フルエンザが持ち込まれるリスクが高まる可能性

があります。医療スタッフのみならず、来訪者や

思者への感染防止に係る理解と協力を求めるよう

にしていただければと思います。

◆入院率と菫症化率の推移

」
螂
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泌
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邸 推定受診者数の年齢階級別割合の推移
季節性インフルエンザ流行湖(2008=2009)

図 16は 18月 10日 から 12月 13日 までの推定

受診者 100人 当たりの入院率と重症化率の推移を

週Bllで示しています。それぞれ 0.08%、 0.005%

程度で横ばいに推移しています。こうした傾向が

季節性インフルエンザと比して重篤と言えるか、

あるいは国際的な発生動向と比してどうでぁるか

は、いまだわが国が新型インフル手ンザ流行の途

上であると考えられるため明らかではありません。

詳しくは別添 2を参考とされてください。



断6議錨踊耐鶴野雫
麟9鮮

― n…
…

′
…

今後、わが国でも、基礎擁患を有する方が多い

中高年ヽと感染が拡大したり、ウイルスの性質が

変化したりすることにより、推定受診者当たりの

人院率が上昇に転する可能性もあります。この指

標については注意深く見守ってゆく予定としてい

ます。            ・

今後とも、各医療機関におかれましては、自治

体および厚生労働省が実施するサーベイランス

ヘのご協力をよろしくお願いいたします。
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〔解説〕大阪府の私立高等学校における血清疫学調査結果について

2009年 12月 18日
'       

大阪府立公衆衛生研究所

大阪府健康医療部

国立感染症研究所感染症情報センター

2009年 5月 に新型インフルエンザの流行を認めた大阪府内の私立高等学校を対象に、流

行早期の集団発生における感染状況を血清学的に把握することを目的に血清疫学調査を行

った。その結果について紹介する。              ・

1.研究対象

対象1同校 (全校生徒約 1500名 )の生徒、教職員のうち、希望者を対象に 8月 下旬に採血

し検査を行つた。受検者数は647名 (生徒 550名、教職員 95名、その他 2名)であつた。

2.研究方法

1)対象者全員の新型インフルエンザウイルスに対する抗体価測定 (中和抗体詢

2)対象者に対する調査票を用いての疫学調査 (5月および採血時)

3)採血時以降のインフルエンザによる欠席状況 (学校からの情報提供による)

3.研究結果

1)中和抗体価 (以下、抗体価)の分布を示す (図 1).10倍未満 (陰性)は 334名 (51.6%)、

10倍以上 160倍未満は211名 (32:6%)、 1∞倍以上は 102名 (15.8%)であった。

2)5月 に RT・PCR法で新型インフルエンザ感染と確定診断された 21名では抗体価 160

倍以上が 18名 (85。7%)と 多くを占めた (図 2)。 5月 から8月 にインフルエンザ様症状

をきたした者や、無症状であつた者の抗体価分布を検討し、今回の検討におけるカットオ

フ値を 160倍とした。

3)抗体価 160倍以上であり、かつ採血までの症状を確認できた 98名のうち、インフル

エンザ様症状を認めたのは 44名 (4■9%)、 軽度の症状は 36名 (36.7%)、 無症状は 18

名 (18%)であつた (図 3)。

の採血日以降にインフルエンザに罹患したと学校に報告した108名のうち、3名 (2.8%)

が抗体価 160倍以上であった (図 0.

4.研究の結論

1)抗体価 160倍以上の抗体価を有する対象者は、新型インフルエンザウイルスに感染し

た可能性が非常に高いと考えられる。



2)少なくとも、抗体価 160倍以上で採血時まで無症状であつた 18名は不顕性感染の可

能性がある。

3)抗体価 160倍以上であっても新型インフルエンザウイルスに再感染、発病した可能性

のある対象者を認めた。

5.研究の限界およびコメント

1)今回の研究は任意の希望者に対して実施されており、同校の生徒、教職員の感染状況

を正確に反映しているかどうかについては今後の検討が必要である。また、同じ学校に通

学している高校生を主な対象とした研究であり、他の集団 (特に他の年齢層)にこの結果

を当てはめて考えてよいかどうかは不明である。

2)今回はカットオフ値を比較的高い値 (160倍)に とることで感染の可能性が極めて高

い群を抽出したが、感染しても160倍未満にとどまることは十分に考えられる。したがつ

て、不顕性感染を含め、実際の感染者は今回の検討結果よりも多い可能性もある。

3)今後さらに詳細な検討を加えていく予定である。

4)今回の研究に全面的に協力いただいた私立高等学校およびその関係者の方々に感謝し

たい。

図 1.検査対象者における抗体価分布
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図2.5月 にRTP(mで新型インブルエンザと確定診断された対象者の抗体価分布
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図‐3.抗体価 160倍以上の対象者の症状 (5‐8月 )
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図4.採血日以降にインフルエンザと診断された対象者の抗体価分布
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〔解説〕′《ンデミックインフルエンザ A(HlNl)2009の重症度の国際的な比較について

2009年 12月 24日

日立感染症研究所感染症情報センタニ

世界保健機関 (WHO)は Weekly epidemiological recordCWED 4604):481-48■ 2009.

において、冬季に向けて準備を進めるための資料として、これまでの世界各国における重

要な情報、すなわち入院率、死亡率、そしてそのリスクグループをまとめています。以下、

この報告について解説します。

世界各国におけるパンデミ

'ク

インフルエンザに.よる入院率は、夏季にウイルスが循環

した日本の、人口10万人あたり2.9人という非常に低い入院率から、冬季にウイルスが循

環したアルゼンチンにおける10万人当たり24.5まで様々です (表)。 全体として、パンデ

ミックインフルエンザが冬に流行した南半球の国々の入院率は似通っており、大概

10-24.5/人口10万人で、夏季で感染伝播が抑えられ気味であつた北半球の温帯地域よりも

かなり高くなつていました。プラジルは熱帯と亜熱帯が混在していますが、南半球では最

低の入院率を報告しています (8.8ハ00,00の なお、入院した人のうち、集中治療室 (ICU7 
・

に入室した人は 10-39%の幅で分布していまう。

重症化のリスクは、ある一定の特性をもつ人において上昇しています。5歳以下の小児の

単位人口当たりの入院率は、各国共通して他の年齢群と比較して2-3倍高くなつています。

また、単位人口当たりの死亡率は 50-60歳のグループがもつとも高くなつています。諸外

国の入院患者の年齢の中央値は20-30歳代であり、日本では 8歳とより若年層に偏つてい

ることと異なっています。

重症例に先行して存在する慢性疾患は季節性インフルエンザのそれと似通つており、ほ

とんどの国で慢性肺疾患、喘息、糖尿病といつた基礎疾患を持つ人の入院率が高くなつて

います。また、以前のパンデミックと同様、妊娠は重症化のリスクの一づとして特定され

ています。そのリスクの程度を数値化するのは難しいですが、妊娠していない人と比較す

ると、4-5倍重症化しやすいとされており、特に妊娠第二期において最高となるとされてい

ます。オーストラリア、ニュージ‐ランド、北米において、先住民族も数倍重症化のリス

クが高いと報告されています。また、PAHO(WHOア メリカ地域事務局)の調査では多くの研

究者が重度の肥満も重症化のリスクになるとの強い危惧を表明していますが、すでに知ら

れているリスク因子である糖尿場などは肥満と強く関連していますので、肥満が独立した

リスク因子かどうかは、まだ明確にはなつていません。今回のパンデミックでも、重症例

において明らかなリスク因子を持たない人の比率が 27-79%と 多いことが指摘されていま

すが、国によつてどのような疾病や性質を解析に包含するかの基準が異なっていることに

も関連しているかもしれません。   ・
すべてのパンデミックインフルエンザの症例を探知することは不可能に近いので、本当
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の症例の致死率を決定することは非常に難しいことです。このような困難な状況下で、も

ちろんその各国の状況にはかなり違いがありますが、今回のパンデミックインフルエンザ

による致命率はほとんどの国におし、て 0・ 5%以下と推定しています。もうひとつの死亡に関

する指標として、単位人口あたりの死亡数、すなわち死亡率があります。南半球の温帯地

域での死亡率は 1.8-14.6/1,000,000人 となつています。しかし、この数字がかなり過小評

価になつており、またその過小評価の程度も国によつて様々であることも確実だと思われ

ます。加えて、いくつかの国では直接あるいは直近の死亡原因がインフルエンザではなぃ

と判定される場合には、死亡例が報告されなかつたり、またアルゼンチンのように、パン

デミックインフルエンザ (HlNl)の検査が陽性のあとに死亡したものはすべて報告している

ところもあります。

「感染者 1人が平均で何人の人に病気を感染させるか ?」 という値を基本再生産数 (Ro)

といいます。各国のデータを用いた解析からの報告では1.1-1.8と なつています。環境別に

見ると、学校での感染が高くなつているようです。いくつかの国におけるインフルエンザ

様症状の推計発症率 仏ttack rate)は 7…15%の間にあります。家庭内やその他の開鎖空間

におけるインフルエンザ様症状の二次感染率は、香港、イタリア、日本、メキシヨ、米国、

英国においておおむね等しく7-13%です。日本においてはパンデミック早期に学校を閉鎖

していましたが、学校での発症率 (全4徒に占める発症者の割合)は、1%以下から5。 3%

と低くなつていたと報告されています (Personal communication,H.Nishiura)ま した。

一方、米国での学校アウトブレイクにおける職員や生徒においては、自己申告による発症

率はより高かつたと報告されています。

入院に関する指標も死亡に関する指標も国によつてかなり差がありますが、国によつて

文化背景、通常の受診行動、医療体制、あるいはパンデミックヘの対策に違いがあり、ま

たその報告の状況さえも上述のように国によつてかなり状況が異なるため、必ずしもこの

表でもつて国際比較をすることは難しいと思われます。また、南半球は冬にバンデミック

を経験していますが、北半球の国々のデータは秋までのデータに基づいています、また、

北半球でも 5月 から 6月 の春期に大きな流行を経験した国も有れば、.春期には大きな流行

にならなかつた国もあるため、国際的な状況を検討するとしても、さらなるデータを待つ

必要があると思われます。                           ′
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新 型 イン フリレエ ンザ の 発 生 動 向 ～医療従事者向け疫学情報～

Ven 3

厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部

わが国における新型インフルエンザ (A/Hl Nl)の流行状況については、平成 21年 5月 に小

規模な地域的流行を認めたのち、約 3カ 月の小康状態を経て、8月 中旬より半年以上かけて

流行しました。現在は再び小康状態にあると考えられますが、未感染の国民が多く存在する

こと、過去の新型インフルエンザの大流行の経験や、今回、イギリスやアメリカでは既に流

行の第二波を経験していること等を踏まえると、今後、来冬までの間には再流行が生じる可

能性があります。医療機関や自治体の担当者の方々は、今後の患者発生動向に注視しつつ、

これまでの経験を踏まえた医療提供体制や感染防止対策を推進していただければと思いま

す。そこで、今後の備えにおける参考資料としていただけるように、これまでの発生動向等

について、医療機関や各自治体の協力によるサーベイランス情報をもとに整理いたしまし

た。ただし、過去の新型インフルエンザの経験からも、次の流行ではウイルスの特性が変化

する可能性があります。本報告はあくまで現時点の知見をまとめたものですので、今後も最

新の情報に注意しつづけていただきますよう、お願いいたします。

ポイント

○ わが国における新型インフルエンザの流行は、昨年の5月 に小規模な地域的流行を認め

たのち、約 3カ 月の小康状態を経て8月末より急速に拡大した。流行のピークは 11月

であったと考えられるが、定点あたり受診者数が 1を上回つた期間は実に29週間にお

よんだ。

03月下旬までに国民の 6人に1人 がインフルエンザで医療機関を受診したと推定され、
受診者の 1200人 に 1人が入院し、入院患者の 11人に 1人が重症化し、受診者の 10万

人に 1人が死亡したものと推計される。

O入院した患者のうち、基礎疾患を有する方が重症化しやすく、とくに 20歳以上において
基礎疾患を有する方の重症化傾向が強いと考えられる。

O死亡例については、発症から入院までの期間は平均2.4日 と短い。発症から死亡までの
日数は平均 9.5日 であつたが、年齢階級で差があり、小児の方が経過が早い傾向がある。

O今後の流行予測することは困難である。しかし、新たな流行の波が発生する可能性はあ
るものと考え、対策を継続する必要がある。



◆新型インフルエンザの流行状況

わが国における新型インフルエンザの流行状況

については、区コに示すように、定点あたり受診

者数の推移により確認することができます。それ

によると、昨年の5月 に小規模な地域的流行を認

めたのち、約 3カ月の小康状態を経て 8月 末より

急速に拡大しています。流行のピークは 11月 で

あったと考えられますが、定点あたり受診者数が

1を上回つた期間は実に29週間におよびました。

また、重症化の状況については、日 に示すよ

うに、サーベイランス情報を重ね合わせることで

確認することができます。

まず、感染症発生動向調査によると、平成 21年

7月 27日 から平成 22年 3月 23日 までの新型イン

フルエンザによる受診者数は約 2061万人と推計

されます。ただし、これはインフルエンザ様症状

を呈し、かつ医療機関を受診した患者数であつて、

医療機関を受診せずに自宅療養をしている方や不

顕性感染の方を含んでいません。

次に、入院患者については、入院サーベイラン

スにより、7月 28日 から3月 23日 までに全国の

医療機関から 17583人の報告をいただいています。

さらに、このうち 1641人が入院中に急性脳症と診

断されるか、人工呼吸器を使用もしくは ICUに

入室 しています。また、自治体からの報告による

と3月 23日 の時点で新型インフルエンザ感染と診

断され死亡した方が 198人 となつています。

/ 自宅療養、不顕性感染等
_主、

図2新型インフルエンザの重症度

これらの情報から、3月 下旬までに国民の 6人に 1

人がインフルエンザで医療機関を受診し、受診者

の 1200人に 1人が入院し、入院患者の H人に 1人

が重症化し、受診者の 10万人に 1人が死亡したも

のと推定されます。

◆入院患者及び重症患者の分析

区コに7月 28日から3月 23日までの入院サー
ベイランスの報告による入院患者における疾患群

別の基礎疾患保有率を示します。全入院のうち基

礎疾患を有さない方が約 62.8%を 占めており、感

染した場合に入院を要する状態になる方において、

基礎疾患を有しない方も少なくないことが分かり

ます。

区コでは、 図 3に示したものを小児 (15歳未
満)と 15歳以上に分けたものです。15歳以上に

おいては、基礎疾患を有しない者が入院した方の
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図4 年齢階級別入院患者における疾患群別の
基礎疾患保有率(重複あり)
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3割程度にとどまつており、慢性呼吸器疾患や糖

尿病、慢性心疾患、慢性腎疾患など、重症化しや

すいとされる基礎疾患を有する方が多く入院して

いることが分かります。

日 は重症患者における疾患群別の基礎疾患保

有率を示しています。ここで言う重症とは、急性

脳症と診断されるか、入院中に人工呼吸器を使用

もしくは ICUに入室した事例と定義しています。

図 3と比較すると、入院している患者のうち、基

類していますが、図4と 同様、15歳以上において

基礎疾患を有する方の重症化傾向が示唆されます。
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図6 年齢階級別重症患者における疾患群別の
基礎疾患保有率(重複あり)

◆死亡事例の分析

3月 23日 までに自治体を通じて厚生労働省に報

告された死亡事例 198例について、年齢分布や臨

床経過、基礎疾患などの情報を示します。

全死亡事例の年齢分布を回 に示します。死亡

者数は40歳以上の中・高齢者と10歳未満に多く、

10代の死亡例は少数でした。

次に入院患者数に対する死亡数を年齢階級別に
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症化 しやすいことが示唆さ 区コに示します。小児では、5歳から14歳までの
、図 5に示したものを小児 入院患者あたりの死亡数は少なく、一方で 20歳以

上では入院患者あたりの死亡数は多くみられまし

た。
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死亡者数
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図8入院患者100人当たりの年齢階級別死亡数

◆発症から死亡までの経過

死亡例全例における発症から死亡までの日数を

みると、平均 9.5日 (中央値 5.0日 )と早い経過

で亡くなっており、入院してから死亡するまでの

期間も平均 7.4日 (中央値 3.0日 )と短く、発症

後に短期間で入院し、早期に亡くなつているとい

う臨床経過が分かります。ただし、発症日につい

ては主治医からの報告に基づいており、基準は統

一されていないことにご注意ください。

15歳未満の小児 (N=38)、 15歳以上 65歳未満の

者 (N=104)と 65歳以上の高齢者 (N=56)に 年齢で三

分してみると、15歳未満の小児死亡例では、発症

から入院までの平均日数は 1.0日 (中央値 1.0日 )、

発症から死亡までの平均日数は 6.6日 (中央値 2.0

日)であり、他の年齢層の死亡例よりも急速な臨

床経過をとつていました。また、15歳以上 65歳

未満の死亡例については、発症から入院までの平

均日数は 3.1日 (中央値 2.0日 )、 発症から死亡ま

での平均日数は9.7日 (中央値 5.0日 )と早い経

過でした。65歳以上の高齢者死亡例では、発症か

ら死亡までの平均日数は H.2日 (中央値 7.0日 )

と若年者と比較して長い経過を認めました。

詳細なデータが利用可能であつた死亡例

(N=198)の うち 85.3%(163/198)に対して抗ウイ

ルス薬が投与されていました。投与開始は発症後

平均 2.2日 (中央値 1.0日 )でした。また、治療

経過中に体外式膜型人工肺 (Extracorpore五 1

Membrane Oxygenation: ECMO)

された死亡例は 14例であり、

歳未満でした。

◆直接死因と重症化リスク
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図11高齢者(65歳以上)における死因(重複あり)

を使用したと報告

そのうち 2例が 15

主治医の報告に基づく死因を、年齢区分別に図
9～ 11に示します。

脳症・脳炎

肺炎
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図12高齢者(65歳以上)死亡例の基礎疾患(重複あり)

小児 (15歳未満)では、脳症・脳炎が全体の 29%

(H/38)と と最も多く、肺炎 16%(6/38)、 多臓器

不全 11%(4/38)と 心筋炎 H%(4/38)が 続いてい

ました。15歳以上 65歳未満では、肺炎が 46.2%

(48/104)と 主な死因であり、敗血症 5,8%(6/104)

と心筋炎 5.8%(6/104)が 続いていました。また、

65歳以上の高齢者では、肺炎が 57%(32/56)と 死

因の半数以上であり、慢性呼吸器疾患や1曼性腎不

全などの基礎疾患の増悪による死亡が13%(7/56)、

多臓器不全 9%(5/56)が 続いていました。

高齢者 (65歳以上)については、死亡例 56例

のうち 53例 (94.6%)が 基礎疾患を持っていました。

その基礎疾患の内訳を図 12に示します。主な基

礎疾患は、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患と糖尿病

がそれぞれ 36%(20/53)、 23%(13/53)、 21%

(12/53)で した。

◆年齢別の発生動向

以下の分析では、推計受診者数を年齢階級別に

細分化したものを用いていますので、誤差が大き

くなるものと考えられます。よつて、これら情報

は、あくまで臨床における参考程度としてくださ

い。

図 13は、年齢階級別の推定受診率と人口 10

万人当たりの入院率を示しています。5-9歳、10-14

歳においては、 8割程度が何らかのインフルエン

ザ様症状で、すでに医療機関を受診したと考えら

れます。

図 14に推定受診者 100人 当たりの年齢階級別

入院率、重症化率及び死亡率を示します。これま

での中・高齢者の受診数は確かに多くはありませ

んが、発症した場合には季節性インフルエンザと

同様に高齢者は重症化する可能性が他の世代に比

して高いことが明らかです。これは、高齢者には

基礎疾患を有する方が多いことが背景にあるため

と考えられます。

図15は、通別における年齢階級別推定受診者

数の推移を示しています。10月 に入つてから、ま

ず小児に急速に感染が拡がり、さらに約 1カ月遅

れて幼児、そして 15歳以上へと流行したものと

考えられます。
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今後、成人へと感染が拡がるのか、拡がるとす

ればいつ頃になるのかを予測することは困難です。

しかし、新たな流行の波が発生する可能性はある

ものと考え、今後の患者発生動向に注視しつつ、

とくに基礎疾患を有する方には当面は感染予防を

心がけるようご指導いただければと思います。ま

た、医療機関には、基礎疾患を有する方が多く集

まっていることから、次の波に備えた院内感染防

止策について改めて徹底するようお願いいたしま

す。

今後とも、各医療機関におかれましては、自治

体および厚生労働省が実施するサーベイランス

ヘのご協力をよろしくお願いいたします。
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新型インフルエンザ対策行動計画 (抄 )

※ 医療に係る部分を抜粋

新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する

関係省庁対策会議

平成21年 2月改定

… 1-



‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ
… … … …

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ
… … … … … …

Ⅲ Ⅲ Ⅲ
… … … … …

Ⅲ Ⅲ
… … … … …

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ
… … … …

Ⅲ Ⅲ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

… … …
Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

… … … …
Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

… … … … … F‐
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

:‐

‐ ‐ ‐

lF‐ 1「

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

1:「 1「 :「「 :F‐ lr‐

‐

r‐

‐ ‐ ‐

1::1::「

Ⅲ

l[:Ξ :r‐

‐

11「 11‐ 11lIIII‐

‐

1‐ lI‐

‐

11こ 1「
:F「
iF:i「 :‐

~~~];「

::「

~~~「

こ こ

~

:最新の科学的知見、諸外国の状況t国会等での議論、関係省庁や新型イン
フルエンザ専門家会議

で|の1検1討を踏まえ、

               1もに、整理・体系化し、「新型インフルエンザ対策811      1督酢      ②啓記|

新型インフルエンザ対策行動計画 (改定)

Ｉ
Ｎ
ｌ
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新型インフルエンザ対策行動計画

(医療に係る部分を抜粋)

<総論>
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新型インフルエンザの病原性が中等度の場合、その
パンデミック時には、一

日最大 10万 1■人の患者が入院すると推計され、また、それ以上に外来患者
が

受診すると考えられるが、地域の医療資源 (医療従事者、病床数等)には制約

があることから、各医療機関の役割分担を含め、効率的
・効果的に医療を提供

できる体制を事前に計画しておく。また、新型インフル
エンザの病原性が重度

である場合には、これを超える入院患者数が予想されることから、
このような

場合の医療体制についても事前に考慮しておく必要がある。

新型インフルエンザ発生初期には、患者の治療とともに感染症のま
ん延防止

対策としても有効であることから、感染症の予防及び感染症の患者
に対する医

療に関する法律 (平成 10年法律第 114号。以下「感染症法」と
いう。)に基づ

き、新型インフルエンザ患者等を感染症指定医療機関等に入院させることとし、

そのための感染症病床や結核病床等の陰圧病床の利用計画を策定し
ておく。ま

た、発生した新型インフルエンザの診断及び治療方法等を早期に確立し、周
知

する。

患者については、各地域に設置された発熱相談センターや発熱外来
において、

振り分けを行う。医療機関内においては、新型インフル
エンザに感染している

可能性がある者とそれ以外の疾患の患者との接触を避ける
ことや、医療従事者

に対するマスク・ガウン等の個人防護具の配布や健康管理、患者と接触
した医

療従事者等に対する抗インフルエンザウイルス薬の予防投与による院
内感染対

策を実施し、二次感染防止を行う。

第二段階のまん延期以降は、患者数が大幅に増大することが予想される
こと

から、重症者は入院、軽症者は在宅療養に振り分ける。その際、感染症指定医

療機関等以外の医療機関や公共施設等に患者を入院
・入所させることができる

よう、その活用計画を策定しておく。また、在宅療養の支援体制を整備
してお

く。

なお、抗インフルエンザウイルス薬については、最新の科学的知見、諸外国

における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄状況、抗インフル
エンザウイルス

薬の流通状況等を踏まえ、国・地方自治体において備蓄
日配分、流通調整を行

つ。                                        .

【関連するガイドライン】
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・ 医療体制に関するガイドライン

ロ 抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン
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新型インフルエンザ対策行動計画

(医療に係る部分を抜粋)

<各論>
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前段階 未発生期
(新型インフルエンザが発生していない状態)

目的 :

1)発生に備えて体制の整備を行う。

2)国際的な連携の下に発生の早期確認に努める。

【地域医療体制の整備】

B医療体制の確保について具体的なマニ三アル等を提供するなど、関係機関と調

整し、都道府県等に対し必要な助言等を行うとともに、都道府県
等の体制整備の

進捗状況について定期的にフォローアップを行う。(厚
生労働省)

:都道府県が、原貝1と してt2次医療圏を単位とし、保健所を中lいとして、地

域医師会、地域薬剤師会、国立病院機構や大学病院等を含
む医療機関、薬局、

市区町村、消防等の関係者からなる対策会議を設置
し、地域の関係者と密接

に連携をとりながら地域の実情に応じた医療体制の整備を推
進するよう支

援する。(厚生労働省、消防庁)

・ 都道府県等に対し、発熱外来を行う医療機関等の準備
や感染症指定医療機関

等 (感染症指定医療機関及び結核病床を有する医療機関等
)の整備を進める

よう要請する。(厚生労働省)'

【まん延期の医療の確保】

口第二段階のまん延期に備え、都道府県等に対し、次
の点について要請する。

(厚生労働省)

> 全ての医療機関に対して、医療機関の特性や規模に応じた事業継続計画

の作成を要請し、支援すること。また、医療機関における使用可能
な病

床数を試算すること。

>地 域の実情に応じ、感染症指定医療機関等のほか、公的医療機関等 (公

立病院、日赤病院、済生会病院、国立病院、国立大学附属病院、労
災病

院等)で入院患者を優先的に受け入れること。

> 入院治療が必要な新型インフルエンザの患者が増加し、医療機関の収容

-8-



能力を超えた場合に備え、公共施設等で医療を提供することについて検

討を行うこと。

> 地域の医療機能維持の観点から、新型イジフルエンザ患者に対応せず、

原則として、がん医療や透析医療、産科医療等の常に必要とされる医療を

行う医療機関の設定を検討すること。

> 社会福祉施設等の入所施設において、集団感染が発生した場合の医療提

供の方法を検討すること。

大学附属病院に対し、患者対応マニュアルを作成するなど、地域の医療機関

等と連携しながら、新型インフルエンザの発生に備えた準備を要請す
る。(文

部科学省)

,第三段階のまん延期においても救急機能を維持するための方策について検

討を進める。また、最初に感染者に接触する可能性のある救急隊員等搬送従

事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本部に要請する
ととも

に、必要な支援を行う。(消防庁)

【ガイドラインの策定、研修等】

。新型インフルエンザの診断、トリアージを含む治療方針、院内感染対策、
患

者の移送等に関するガイドラインの策定を行い、医療機関に周知する。(厚

生労働省)

・ 都道府県等と協力し、医療関係者等に対し、国内発生を想定した研修を行う。

(厚生労働省)

【医療資器材の整備】

・ 国及び都道府県等は、第二段階のまん延期に備え、必要となる医療資器材 (個

人防護具、人工呼吸器、簡易陰圧装置等)をあらかじめ備蓄・整備する。都

道府県に対し、感染症指定医療機関等における必要な医療資器材や増床
の余

地に関して調査を行つた上、十分な量を確保するよう、要請する。(厚生労

働省)

【検査体制の整備】

。新型インフルエンザに対する高感度検査キットの開発を促進する。(厚生労

-9-



働省)

都道府県等に対し、地方衛生研究所における新型イン
フルエンザに対するP

CR検査を実施する体制を整備するよう要請する。(厚生労働省)

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応】

・ 都道府県等に対し、感染鳥類との接触があり、感染が疑われ
る患者に対し、

迅速かつ確実な診断を行い、確定診断がされた場合に、陰圧病床
の使用等感

染対策を講じた上で、抗インフルエンザウイルス薬の投与等
による治療を行

うょう、助言する。(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、患者の検体を国立感染症研究所
へ送付し、亜型検査、遺

伝子解析等を実施するよう要請する。また、検査方法に
ついて、各地方衛生

研究所で実施できるよう情報提供を行う。(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、感染症法に基づく二類感染症である鳥イ
ンフルエンザ

(H5Nl)の 患者 (疑似症患者を含む。)について、入院等の措置を講ず

るよう要請する。(厚生労働省)

・ 積極的疫学調査を実施するとともに、都道府県等に対し
て、積極的疫学調査

や接触者への対応 (外出自粛の要請、抗インフル
エンザウイルス薬の予防投

与、有症時の対応指導等)、 死亡例が出た場合の対応 (埋火葬等)等の実施

を要請する。(厚生労働省)

【科学的知見の収集・分析】

・ 国内で流通している抗インフルエンザウイルス薬の効果や薬剤耐性
につい

ての研究や情報収集を行う。(厚生労働省)

【備蓄】

・ 諸外国における備蓄状況や最新の医学的な知見等を踏まえ、国民
の 45%に相

当する量を目標として、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を推進す
る。(厚

生労働省)
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新たに開発されている抗インフルエンザウイルス薬
についても、情報収集や

支援を行い、全体の備蓄割合を検討する。(厚生労働省)

在外公館における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進
める。(外務省)

【流通体制の整備】

・ 抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を確認し、新型
インフルエンザ発生

時に円滑に供給される体制を構築するとともに、医療機関
(企業内診療施設

を含む。)や薬局、医薬品卸売業者に対し、抗インフル
エンザウイルス薬の

適正流通を指導する。(厚生労働省)

【新型インフルエンザの症例定義】

・ 新型インフルエンザの症例定義を明確にし、随時修正を行
い、関係機関に周

知する。(厚生労働省)

【発熱相談センターの設置】

・ 都道府県及び市区町村に対して、発熱相談センターを設置する
よう要請する。

(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄・使用等】

・ 国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量
の把握を行

う。(厚生労働省)

・ 都道府県等や医療機関に対し、抗インフルエンザウイル
ス薬を適切に使用す

目的 :

1)ウイルスの国内侵入をできるだけ阻止する。

2)国内発生に備えて体制の整備を行■
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るよう要請するとともに、患者の濃厚接触者に対し、抗
インフルエンザウイ

ルス薬の予防投与を行うよう要請する。 (厚生労働省)

・ 引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導
する。(厚生労

働省)

目的 :

1)国内での感染拡大をでき

【発熱外来の整備】

・ 都道府県等に対し、新型インフルエンザの可能性がある者
とそれ以外の者を

振り分ける発熱外来を整備するよう要請する。(厚
生労働省)

【患者及び接触者への対応】

・ 都道府県等に対し、次の点を要請する。(厚生労働省)

新型インフルエンザの患者は、原則として、感染症指定医療機関
等で

診療及び抗インフルエンザウイルス薬の投与を行うた
め、発熱外来及

び■般医療機関に対し、受診者について本人の渡航歴等を確認
した上、

新型インフルエンザが疑われる場合には感染症指定医療機関等
の受診

を指示するよう、周知する。

感染症指定医療機関等に対し、症例定義を踏まえ新型イ
ンフルエンザ

の患者と判断された場合には、直ちに保健所に連絡するよう要請す
る。

当該者に対しては、感染症法に基づき入院勧告を行い、確定診断を行

つ。

検体を地方衛生研究所へ送付し、亜型の検査を行う。

新型インフルエンザ患者の接触者 (同居者等)に対しては、経過観察

期間を定め、外出自粛、健康観察、抗インフル
エンザウイルス薬の予

防投与及び有症時の対応を指導する。なお、症状
が現れた場合には、

感染症指定医療機関等に移送する。

＞

　

＞

-12-



【抗インフルエンザウイルス薬】     
｀

0第二段階のまん延期の状況を予測し、引き続き、都道府県等や医療機関
に対

し、抗インフルエンザウイルス薬を適切に使用する
よう要請するとともに、

患者の濃厚接触者に対し、抗インフル
エンザウイルス薬の予防投与を行うよ

う要請する。 (厚生労働省)

・引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通
を指導する。(厚生労働

省)

【医療機関 :薬局における警戒活動】

・ 医療機関・薬局及びその周辺において、

ため、必要に応じた警戒活動等を行う。

混乱による不測の事態の防止を図る

(警察庁)

1)健康被害を最小限に抑える。

2)医療機能、社会 日経済機能

【患者への対応等】

・ 都道府県等に対し、次の点について要請する。(厚
生労働省)

(感染拡大期における対応)

>第二段階に引き続き、発熱外来の整備、感染症法に基づく患者の入院措

置等を実施する。  ′

>新型インフルエンザの感染状況をリアルタイムで把握し、癖染拡大が認
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められた都道府県においては、患者の同居者
への対応 (外出自粛要請、

健康観察の実施、有症時の対応指導等)等、感染防止に
ついて必要な要

請を行う。

(まん延期における対応)

患者の入院措置の中止に伴い、新型インフル
エンザの患者の診療を行わ

ないこととしている医療機関等を除き、原則とし
て全ての入院医療機関

において新型インフルエンザの診断・治療を行う
とともに、入院治療は

重症患者を対象とし、それ以外の患者に対しては在
宅での療養を要請す

るよう、関係機関に周知する。

入院患者数と病床利用率の状況を確認し、病床の不足
が予測される場合

には、患者治療のために公共施設の利用を検討する。

(回復期における対応)

患者を入所させている公共施設に
ついては、患者を医療機関に移送する

等により順次閉鎖する。

管内の発生動向及び診療の人的体制を勘案し、発熱
外来の設置体制を調

整する。

医療機関における人的被害及び医療資器材
・医薬品の在庫状況を確認し、

新型インフルエンザやその他の疾患に係る診療
が継続されるように調整

する。

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
口使用】

口国及び都道府県における抗インフル
エンザウイルス薬の備蓄量の把握を行

う。また、都道府県毎の抗インフルエンザウイル
ス薬の流通状況を調査し、

患者の発生状況を踏まえ、抗インフル
エンザウイルス薬が必要な地域に供給

されているかどうかを確認し、都道府県の要請等に応
じ、国備蓄分を配分す

る等の調整を行う。(厚生労働省)

・ 都道府県等や医療機関に対し、まん延期における患
者との濃厚接触者 (同居

者を除く。)及び同じ職場等にいる者への抗インフル
エンザウイルス薬の予

防投与を原則として見合わせるよう要請するととも
に、患者と同居する者に

対する予防投与については、第二段階における効果を評
価した上で継続の有

無を決定する。(厚生労働省)
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【在宅患者への支援】

・ 都道府県及び市区町村に対し、関係団体の協力を得ながら、在宅で療養する

新型インフルエンザ患者への支援 (見回り、訪問看護、訪間診療、食事
の提

供、医療機関への移送)や自宅で死亡した患者への対応を行うよう、要請す

る。(厚生労働省)

【医療機関・薬局における警戒活動】

・ 引き続き、医療機関・薬局及びその周辺において、混乱による不測の事態

の防止を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。(警察庁)

目的

1) 経済機能の回復 り、流行の第二波に備える。

【医療体制】

・ 都道府県等に対し、次の点について要請する。(厚生労働省)

> 新型インフルエンザ発生前の通常の医療体制に戻す。

> 地域の感染状況及びニーズを踏まえ、発熱相談センター及び発熱外来を

縮小 口中止する。

> 不足している医療資器材や医薬品の確保を行う。

【抗インフルエンザウイルス薬】

・ 内外で得られた新型インフルエンザについての知見を整理し、適正な抗イ

ンフルエンザウイルス薬の使用を含めた治療指針を作成し、都道府県及び医

療機関に周知する。(厚生労働省)

・ 流行の第二波に備え、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を行う。(厚生労

働省)
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参考資料 9

新型インフルエンザ対策ガイ ドライン

(医療体制に関するガイ ドライン)

新型インフルエシザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策
会議

平成 21年 2月 17日
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暫腎贅筆冨ま滋讐募写震募五】種3建極違
効率的・効果的に行うため、医療機関及び都
:え、相互に連携することが必要。

||:|■ 11: :| ●、■‐  1 :■ |●■■ ||

海外発生期 ○

○‥
Ｎ
‥

○ 感染拡大防止効果が得られなくなつた場合、入院措置を
中止

O発 熱相談センター、発熱外来や医療機関は、軽症患者に自宅療養を勧奨

○ 事前の了承の下で、かかりつけ医師は、電話診療
により慢性疾患患者の感染の有

無が診断できた場合、FAXにより抗インフルエンザウイルス薬等
の処方せんを発行

○ 医療機関は、産科・ノ]ヽ児科など新型インフル
エンザ以外の医療の維持に努める。

新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関
は、他の診療に専念

まん延期



医療体制に関するガイドライン
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第 1章 はじめに

O 本ガイドラインは、新型インフルエンザ対策を推進する医療機関及び都道府県等
の関係機関が相互に連携して、感染拡大を可能な限り抑制し、感染者が速やかに必

要な医療を受けられる体制を整備することを目的として策定された。

○ 本ガイドラインでは、新型インフルエンザ対策行動計画の発生段階に従い、国内
未発生の第一段階から流行の第一波が終息する第四段階までの各段階別に、医療機

関等における対応を定めている。ただし、第二段階のうち感染拡大期は、該当する

都道府県においては入院措置が実施されている状況であり、医療体制の面から検討

して、第二段階と併せて対策を示している。この第三段階の感染拡大期は、地域に

よっては極めて短期である可能性があることに注意すべきである。各段階での対策

は、次の段階に移行して行くことも念頭に置きつつ、状況に応じた柔軟な対応を行

うことが必要である。

○ なお、本ガイドラインにおいては、新型インフルエンザについて「患者」、「感染
している可能性のある者」、「感染していると疑うに足りる正当な理由」等の用語を

使用しているところであるが、新型インフルエンザが発生していない段階でこれら

の用語について正確な定義を設けることは困難であるため、実際に新型インフルエ

ンザが発生した段階で、それぞれにつき詳細な基準を設け、診断方法等を示すこと

とする。また、ある程度の症例経験を重ね、知見が積みあがつた段階で、治療方法

等を示すこととする。

第 2章 発生前からすすめるべき医療体制の整備

(1)医療機関における体制整備

1)発熱外来の準備
○ 都道府県並びに保健所を設置する市及び特別区 (以下「都道府県等」という。)
は、市区町村の協力を得て、地域医師会等と連携し、あらかじめ以下の目的に応じ

た発熱外来を設置する医療機関や公共施設等のリストを作成する。新たに診療所と

して設置する場合、必要な手続を行う際、発熱外来は一時的なものであることから、

緊急事態発生時における手続上の対応を関係者間で事前に取り決め、事態発生時に

おける設置手続自体は簡易であることが望まれる。
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○ 第二段階から第三段階の感染拡大期までの発熱外来の目的は、新型インフルエン
ザの患者とそれ以外の疾患の患者とを振り分けることで両者の接触を最小限にし、

感染拡大の防止を図るとともに、新型インフルエンザに係る診療を効率化し混乱を

最小限にすることである。したがつて、この段階における発熱外来については、こ

の段階において新型インフルエンザの患者の入院診療を行う医療機関に併設する

ことが望まれる。

○ 第二段階のまん延期以降における発熱外来の目的は、感染防止策を徹底した上、
新型インフルエンザの患者の外来集中に対応することに加え、軽症者と重症者の振

り分け (ト リアージ)の適正イヒにより入院治療の必要性を判断することである。し

たがって、この段階における発熱外来については、希望する者が速やかに受診でき

るよう設置することが望凛れる。

○ 発熱外来は、適切な医療を提供するためには既存の医療機関に専用外来を設置す
る形態が望ましいが、地域の特性に応じて、柔軟に対応することとする。設置に当

たっては、新型インフルエンザ以外の疾患の患者と接触しないよう入口等を分ける

など院内感染対策に十分に配慮する必要がある。感染対策が困難な場合は、施設外

における発熱外来設営等を検討する。なお、実際の運用を確認するため、事前に訓

練等を重ねておくことが望ましい。

2)入院病床の確保
○ 新型インフルエンザ国内初発例を確認してから第三段階の感染拡大期までは、新
型インフルエンザの患者は病状の程度にかかわらず、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号。以下「法」という。)第 19

条の規定に基づく入院措置等の対象となるため、都道府県は新型インフルエンザの

患者の入院可能病床数を事前に把握しておく必要がある。法に基づく新型インフル

エンザの患者の入院に係る医療を提供する医療機関は、次に掲げる医療機関とする。

1.感染症指定医療機関1

2.結核病床を有する医療機関など新型インフルエンザ対策行動計画に基
づき都道府県が病床の確保を要請した医療機関 (以下「協力医療機関」

と い う 。  )

(以下 1及び2を「感染症指定医療機関等」という。)

○ 第三段階のまん延期以降は、原則として、全ての医療機関において新型インフル
エンザの診療が行われる可能性がある。このため、原則として全ての医療機関は、

1感染症指定医療機関
本ガイドラインにおいては、法で規定された一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ及び新感染症の患

者を入院させるための病床をもつ医療機関であり、特定感染
・FI指定医療機関、第 1種感染症指定医療機関及び第 2

種感染症指定医療機関を指す。
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入院可能病床数を試算しておく必要がある。新型インフルエンザについては、飛沫

感染対策による院内感染対策を原則とするため、試算め際には、必ずしも感染症病

床や陰圧病床
2等に限定せず、他の病床の利用を検討する。ただし、この場合も、一

つの病棟を新型インフルエンザ専用にするなど院内感染に配慮した病室の利用を

検討する。都道府県は、これらの試算をもとに、あらかじめ第三段階のまん延期以

降に重症者の入院のために使用可能な病床数を決定し、対策立案の基礎資料とする。

3)新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関における体制整備

0 都道府県は、新型インフルエンザ以外の疾患の患者に対する医療を破綻させない
ため、都道府県の判断により新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関等

(例えば透析病院、がん専門病院、産科病院等)を定めることができる。

○ 新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関等においても、入院患者等か
ら新型インフルエンザが発生した場合の対応策を講じておく必要がある。特に、透

析患者やがん患者など重症化するリスクの高いものについて、新型インフルエンザ

に罹患したとき、速やかに専門医療機関と連携した治療が受けられるよう検討して

おく。

4)医療機関の収容能力を超えた場合の準備   ′/

○ 都道府県は、第二段階のまん延期においては、入院している新型インフルエンザ
の患者のうち、重症ではないものについては自宅での療養とすることを医療機関に

対して周知し、重症者のための病床を確保する。

○ 医療機関は、第二段階のまん延期において、入院治療が必要な新型インフルエン
ザの患者の増加に応じて、緊急時には、一時的に定員超過収容等を行うことはやむ

を得ないが、常態化することがないように、病病連携
3を十分に活用する。

○ 都道府県は、入院治療が必要な新型インフルエンザの患者が増加し、医療機関の
収容能力を超えた場合に備え、医療機関及び市区町村の福祉部局と連携しながら、

新型インフルエンザの患者に対する自宅での療養体制の確保を検討する。さらに、

医療機関以外においても緊急時における医療を提供する場を事前に検討する。

○ 医療機関以外において医療を提供する場として、感染拡大の防止や衛生面から、
次に掲げる条件を満たす公的研修施設等の宿泊施設が望ましい。

2陰圧病床

院内感染を防ぐために、病室の内部の気圧をその外部の気圧より低くすることによつて、外部に感染症の病原

体を拡散させないようにしている病床。
3病病連携                             ,
病院と病院の診療体制における連携
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口多数の患者の宿泊が可能なスペース、ベツド等があること

口化粧室やシヤワーなど衛生設備が整つていること

・食事の提供ができること

口冷 口暖房の機能があること

・十分な駐車スペースや交通の便があること

○ 都道府県は、地域医師会と連携し、必要に応じ医療従事者を訪間させることで、

当該施設内で必要な診療を受けることができるようにする。

○ 当該施設は、バンデミック時の一時的なものであることから、医療法 (昭和 23

年法律第 205号)に規定する病院又は診療所ではなく、居宅等と同等の医療提供施

設として整理する。

5)その他
○ 医療機関は、日頃より院内感染対策を推進する。特に、医療従事者を院内感染か

ら守るために、個人防護具 (マスク等の個人を感染から守るための防護具)の着脱

等の感染防止策に係る研修を実施する。

○ 医療機関は、第二段階のまん延期においては、極端に増加する患者への対応や出

勤可能な職員数の減少等の影響等を踏まえ、医療機関の特性や規模に応じた継続
し

て医療を提供するための事業継続計画を作成する必要がある。

○ 厚生労働省及び都道府県は、医療機関の機能及び規模別に事業継続計画の内容を

検討し、その作成を支援する。

○ 滞在する外国人については、医療機関における診療等において差別が生じないよ

う留意する。

(2)行政の体制整備

○ 都道府県は、原則として、二次医療圏を単位とし、保健所を中心として、地域医

師会、地域薬剤師会、国立病院機構や大学病院等を含む医療機関、薬局、市区町村、

消防等の関係者からなる対策会議を設置し、必要な病床、発熱外来の確保を
はじめ、

抗インフルエンザウイルス薬の処方体制、備蓄・供給体制等の確立、
これらに必要

な医療従事者の確保について、地域の関係者と密接に連携をとりながら、早急に具

体的な体制整備を推進する。

○ 都道府県においては、知事をトップとし、地域の医療関係者、市区町村、その他
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の関係機関の代表からなる対策本部を設置し、二次医療圏ごとの医療体制の整備状

況を随時フォローアップするとともに、必要な助言、調整を行える体制を整備する。

○ 都道府県は、第三段階のまん延期には医療従事者が不足する場合が想定されるた
め、地域医師会と連携し、輸番制を組んで発熱外来の診療にあたる等の協力を依頼

する。専門以外の医師についても、新型インフルエンザの診療を行うチームを組む

等して、医療従事者の確保に努めることとする。

○ 都道府県は、第三段階のまん延期以降は、全ての医療従事者が新型インフルエン

ザの診療に従事することを想定し、研修・訓練を実施する。

○ 病診連携4、 病病連携は、地域の自助 口互助のために重要であり、都道府県は地域
の自助・互助を支援するため、平時より新型インフルエンザを想定した病診連携、

病病連携の構築を推進することが望ましい。

○ 都道府県は、特に発熱外来や医療機関における、個人防護具等の備蓄及び流通の

調整等に係る支援を行う。

○ 第二段階のまん延期には、人工呼吸器等の医療資器材の需要が増加することが見
込まれるので、都道府県は、入院医療機関において必要な治療が継続して行われる

よう、医療資器材の確保がなされているか把握する。

第 3章 発生段階に応じた医療体制

1.第一段階における医療体制

○ この段階では、国内発生に備えて医療体制の整備を進めるとともに、問い合わせ
に対応する相談窓口を設置するなど、国民への情報提供を行う。

(1)国内発生に備えた対応について

1)診療所等を含む全ての医療機関の対応

○ 慢性疾患を有する定期受診患者については、この段階において定期薬の長期処方

4病診連携
病院と診療所の診療体制における連携
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をしておく等、患者の状態に配慮しながら第二段階のまん延期に医療機関を直接受

診する機会を減らすよう調整する。

○ 慢性疾患等を有する定期受診患者については、この段階において事前にかかりつ

けの医師が了承し、その旨をカルテ等に記載しておくことで、第二段階のまん延期

に発熱した際に、電話による診療により新型インフルエンザ
ヘの感染の有無につい

て診断ができた場合には、フアクシミリ等により抗インフルエンザウイルス薬等の

処方せんを発行することができる。

2)感染症指定医療機関等の対応

○ この段階においても、新型インフルエンザに感染している可能性があるが患者と

は診断できない者が多数発生し、入院を必要とする例もあると予想される。このよ

うな場合も感染症指定医療機関等が当該者を受け入れることになるが、新型インフ

ルエンザが否定された時点で、当該者を退院又は一般病院に転院することを検討す

る。

3)発行された処方せんに対する薬局での対応

○ 慢性疾患等を有する定期受,診患者について、薬局は長期処方に伴う患者の服薬コ

ンプライアンスの低下や薬剤の紛失等を回避するため、電話での服薬指導等を検討

する。また、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を徹底し、ファクシミリ等による

処方せんの応需体制を整備する。

4)都道府県等の対応
○ 都道府県等は、保健所に新型インフルエンザヘの感染を疑つて医療機関を受診し

ようとする者 (以下「新型インフルエンザヘの感染を疑う者」という。)か ら相談

を受ける発熱相談センターを整備するとともに、ポスターや広報誌等を活用して、

新型インフルエンザヘの感染を疑う者は、まず発熱相談センター
ヘ電話等により間

い合わせることを、地域住民へ周知徹底する。

○ 都道府県は、感染症指定医療機関等が、この段階から即応態勢をとる必要がある
こと等を踏まえ、全ての医療機関の準備状況を把握し、その準備を支援する (人材

調整、感染対策資器材、抗インフルエンザウイルス薬等)。

(2)発熱相談センターの役割について

○ 発熱相談センターは、新型インフルエンザの患者の早期発見、当該者が事前連絡
せずに直接医療機関を受診することによるそれ以外の疾患の患者への感染の防止、

地域住民への心理的サポート及び特定の医療機関に集中しがちな負担の軽減等を
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目的とする。

○ 発熱相談センターでは極力対面を避けて情報を交換し、本人の情報 (症状、患者

との接触歴、渡航歴等)から新型インフルエンザに感染している疑いがある場合、

マスクを着用した上、感染症指定医療機関等を受診するよう指導を行う。また、受

診するよう指導した医療機関の電話番号を本人又はその家族等に伝え、受診前
に必

ず連絡して、受診する時刻及び入口等について問い合わせるよう指導する。新型
イ

ンフルエンザに感染している疑いがない場合は、適切な情報を与え、必要に応じて

近医を受診するよう指導を行う。

○ 発熱相談センターは、第二段階以降も継続する。

2.第二段階及び第二段階 (感染拡大期)における医療体制

○ 国内で新型インフルエンザが発生してから、都道府県内において入院措置などに

よる感染拡大防止効果が十分に得られなくなる状態まで、感染拡大をできる限り抑

えることを目的として、新型インフルエンザの患者に対する感染症指定医療機関等

への入院措置及び抗インフルエンザウイルス薬等の投与を行う。

(1)入院措置等による感染拡大防止

1)発熱外来等の対応

○ 発熱相談センターは、この段階において、新型インフルエンザに感染している疑

いがあると判断した者については、マスク等を着用の上、発熱外来を受診するよう

指導する。また、受診するよう指導した発熱外来の電話番号を本人又はそ
の家族等

に伝え、受診前に必ず連絡して、受診する時刻及び入口等について問い合わせるよ

う指導する。

○ 発熱外来において、発熱相談センターの指導を受けた者等から受診の連絡を受け

た医療従事者は、個人防護具装着等十分な感染防止策を行い、他の疾患
の患者と接

触することのないよう動線を確保して対応する。

○ 発熱外来は、受診者について、新型インフルエンザに感染している可能性がある

と判断した場合、直ちに保健所に連絡する。なお、当該者の個人情報保護には十分

に留意する。
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○ 発熱外来は、受診者について、新型インフルエンザに感染している可能性がない

と判断した場合、当該者に対して、適切な情報を与え、必要に応じて医療を提供
す

るものとする。

2)一般病院及び診療所等の対応

○ 新型インフルエンザヘの感染を疑う者は、発熱相談センターに連絡・相談した上

で発熱外来を受診することが期待されるが、当該者が、直接、発熱外来を設置
して

いない病院又は診療所 (以下「受診医療機関」という。)を受診してしまうことも

想定される。また、受診医療機関の一般来院者から、新型インフル
エンザに感染し

ている可能性がある者が確認される可能性も否定できないことであり、そうした場

合の対応を以下に示すこととする。

○ 受診医療機関は、新型インフルエンザヘの感染を疑う者又は一般来院者について、

新型インフルエンザに感染している可能性があると判断した場合、直ちに保健所
ヘ

連絡し、受け入れに適当な感染症指定医療機関等につき、指示を受けるものとする。

○ 受診医療機関は、新型インフルエンザに感染している可能性があると判断した者

に対し、マスク等を着用の上、保健所から指示のあつた感染症指定医療機関等を受

診するよう指導する。受診するよう指導した感染症指定医療機関等
への搬送に関し

ては、医療機関又は保健所の搬送車等により搬送するものとし、状況に応じて、自

家用車を利用することとする。公共交通機関の使用は避けなくてはならな
い。

○ 受診医療機関は、新型インフルエンザに感染している可能性があると判断した者

に関する情報を搬送者に伝え、搬送者は十分な感染防止策をとつた上で搬送を実施

する。

○ 受診医療機関は、新型インフルエンザに感染している可能性があると判断した者

が自家用車にて移動する場合、当該者の携帯電話等の連絡先を、受診するよう指導

した感染症指定医療機関等に伝えるものとする。また、受診するよう指導した感染

症指定医療機関等の電話番号を本人又はその家族等に伝え、受診前に必ず連絡
して

受診する時刻及び入口等について問い合わせるよう指導する。

○ 受診医療機関は、後に法第 15条に規定する積極的疫学調査の実施が想定される

ことから、当該調査を迅速に実施させるため、待合室等で新型インフルエンザに感

染した可能性があると判断した者と接触したと思われる一般来院者及び医療従事

者について連絡先等の情報を整理した名簿 (以下「連絡名簿」という。)を作成し

ておく。             ′
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○ 受診医療機関は、都道府県等からの法第 15条の規定に基づく積極的疫学調査が

あった場合は、連絡名簿を保健所に提出する。

○ 受診医療機関は、新型インフルエンザヘの感染を疑う者について、新型インフル
エンザに感染している可能性がないと判断した場合、当該者に対して、適切な情報

を与え、必要に応じて医療を提供するものとする。

3)感染症指定医療機関等の対応
○ 発熱外来又は受診医療機関において、新型インフルエンザに感染している可能性
があると判断された者について、受診の連絡を受けた感染症指定医療機関等の医療

従事者は、個人防護具装着等十分な感染対策を行い、他の疾患の患者と接触する
こ

とのないよう動線を確保して対応する。

○ 感染症指定医療機関等は、発熱外来又は受診医療機関で新型インフルエンザに感
染している可能性があると判断された者について、新型インフルエンザウイルスの

検査に必要な検体の採取を行い、保健所に提出する。

○ 感染症指定医療機関等は、当該者について、新型インフルエンザの患者であると

診断した場合、直ちに保健所に連絡する。当該患者については、法第 19条の規定

に基づく入院措置の対象となることを踏まえ、入院治療を開始する。

○ 感染症指定医療機関等は、発熱外来又は受診医療機関で新型インフルエンザに感
染している可能性があると判断された者について、患者とは診断できないが感染の

疑いが残ると診断した場合、当該者に対して、任意入院を勧奨するものとする。

○ 上記の任意入院の勧奨に同意した者 (以下「入院同意者」という。)への対応及
び同意しなかつた者 (以下「入院非同意者」という。)への対応は、次に掲げると

おりとする。

ア 入院同意者に対する対応 (行政の対応を含む。)
・ 感染症指定医療機関等においては、入院同意者が新型インフルエンザの患

者であると診断されていないことを踏まえ、ほかに入院している新型インフ

ルエンザの患者から入院同意者に新型インフルエンザウイルスが曝露する

ことがないよう、病室等を別にするなどの工夫が必要である。

口 検査の結果が陽性であれば、入院同意者に対し、法第 19条の規定に基づ

く入院勧告を実施し、法に基づく入院とする。

・ 検査の結果が陰性であれば、感染症指定医療機関等は、病状に合わせて入

院継続の必要性を検証し、退院又は一般病院への転院を検討する。

-13-



入院非同意者への対応 (行政の対応を含む。)

・ 感染症指定医療機関等は、保健所に入院非同意者に係る情報を提供する。

・ 都道府県等は、入院非同意者について、新型インフルエンザに感染してい

ると疑うに足りる正当な理由があると認めた場合、当該者に対して、法第 15

条の規定に基づく積極的疫学調査、第 17条の規定に基づく健康診断又は第

44条の 3の規定に基づく感染を防止するための協力要請を実施する。

・ 検査の結果が陽性であれば、保健所は、その結果を入院非同意者に連絡し、

法第19条の規定に基づき、感染症指定医療機関等への入院措置を実施する。

・ 検査の結果が陰性であれば、保健所はその結果を入院非同意者に連絡する。

4)都道府県等の対応
○ 保健所は、受診医療機関から、新型インフルエンザに感染している可能性がある

者に係る報告を受けた場合、管内の感染症指定医療機関等に連絡をとり、当該者の

受け入れの調整を行う。

○ 保健所は、感染症指定医療機関等で採取された検体を、地方衛生研究所に運搬し、

新型インフルエンザウイルスの検査を実施する。

○ 保健所は、新型インフルエンザウイルスの検査の結果が判明した場合、直ちに受

診医療機関又は感染症指定医療機関等の関係機関に結果を報告する。

○ 新型インフルエンザウイス検査の結果が陽性であつた場合、保健所は、検査結果
が陽性であつた者の同居者又は受診医療機関における連絡名簿に名前が記載され

ている者等に対し、必要に応じ、法第 15条の規定に基づく積極疫学調査、第 17条

の規定に基づく健康診断又は第 44条の 3の規定に基づく感染を防止するための協

力要請を実施する。

○ 都道府県は、厚生労働省と連携し、感染症指定医療機関等に対し、抗インフルエ

ンザウイルス薬、感染対策資器材等が円滑に供給されるよう調整する (抗インフル

エンザウイルス薬については、「抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライ

ン」を参照)。

5)厚生労働省の対応
○ 厚生労働省は、国内の新型インフルエンザの患者の発生状況を把握しつつ、プレ
バンデミックワクチン、抗インフルエンザウイルス薬、感染対策資器材等が適正か

つ円滑に流通するよう調整する。
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○ 厚生労働省は、国内外で得られた新型インフルエンザについての知見を整理し、

新型インフルエンザの症例定義の変更があれば、随時修正を行う。

(2)発熱外来に係る留意事項

1)行政の対応
○ 都道府県等は、感染拡大防止の観点から、発熱外来を可能な限り早期に整備する

こととする。

○ 都道府県等や医療機関等は、ポスターや広報誌等を活用して発熱外来に関する情

報を地域住民へ周知する。

○ 都道府県は、発熱外来の運営を支援するため、感染対策資器材の調達、人材の配

分、プレバンデミックワクチンの接種体制の整備や、抗インフルエンザウイルス薬

の確保等を行う。

2)慢性疾患を有する者に対するかかりつけの医師の対応

○ 慢性疾患を有する者等が、かかりつけの医師の診療を希望する場合でも、発熱を

有する場合はかかりつけの医師にまず電話をかけ、受診す
べき医療機関についての

指導を受ける。

○ かかりつけの医師は、発熱外来の受診を指導した場合、当該患者に発熱相談セン

ターに問い合わせ、受診する発熱外来に係る指示を受けるよう指示し、指示のあつ

た発熱外来に、患者の基礎疾患等を記載した紹介状をファクシミリ等で送付するこ

とが望ましい。

3.第三段階 (まん延期)における医療体制

○ 都道府県等は、積極的疫学調査により患者の感染経路が追跡できなくなり、入院

措置による感染拡大防止及び抑制効果が得られなくなつた場合、新型インフル
エン

ザの患者に使用可能な病床を勘案しながら、厚生労働省と協議した上、法第 19条

の規定に基づく新型インフルエンザの患者の入院措置を中止する。

○ 医療資器材の有効活用を図るとともに、医療機関における感染の可能性を少なく

するため、患者のうち軽症者は原則として自宅療養とし、発熱相談センター又はか

かりつけの医師に電話相談するなどして医療機関受診の必要性を判断する。全ての
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入院医療機関において新型インフルエンザの患者が発生又は受診す
る可能性があ

るが、こうした医療機関は各々の役割分担及び診療体制に応 じて新型イ
ンフルエン

ザの診療を担う。更に入院患者数が増加した場合には、医療機関以外
においても医

療を提供できる体制を確保する。

(1)入院措置中止後の体制

1)発熱外来等の対応

○ 発熱相談センターは、新型インフルエンザヘの感染を疑う者の相談を電話により

受け、医療機関の受診が必要と判断される者に対しては発熱外来を受診
するよう勧

める。

○ 発熱外来は、受診者について、症状の程度から入院治療の必要性を判断する。法

第 19条の規定に基づく入院措置は解除されており、重度の肺炎や呼吸機能の低下

等を認め、医学的に入院が必要と判断される重症の新型イ
ンフルエンザの患者 (以

下「新型インフルエンザの重症患者」という。)のみが入院の対象となる。患者に

入院治療の必要性を認めなければ、必要に応じて投薬を行
い、極力自宅での療養を

勧める。

○ 発熱外来においては、新型インフルエンザの重症患者を認めた場合、保健所等の

協力を得ながら、医療機関への入院を調整する。

2)感染症指定医療機関等の対応

○ 既に入院中の新型インフルエンザの患者については、自宅での療養が可能であれ

ば、病状を説明した上で退院を促し、自宅での療養を勧める。

3)全ての医療機関の対応

○ 原則として、医療機関は、自宅での治療が可能な入院中の患者については、病状

を説明した上で退院を促し、新型インフルエンザの重症患者のための病床を確保す

る。

○ 原則として、医療機関は、待機的入院、待機的手術を控えるべきである。新型イ

ンフルエンザ以外の疾患の患者に対しては、緊急以外の外来受診は避けるよう啓発

することが必要である。

○ 医療機関は、新型インフルエンザの重症患者の入院については、一時的に新型イ

ンフルエンザ専用の病棟を設定する等して、新型インフルエンザの重症患者とそれ

以外の疾患の患者とを物理的に離し、院内感染対策に十分配慮する。また、
この段
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階では、新型インフルエンザの確定診断を全症例に実施することはできないと考え

られるので、確定診断が行われた患者とそうでない患者で部屋を分けるなどの工夫

が必要である。

○ 医療機関は、新型インフルエンザの重症患者の増加に応じて、緊急時の対応とし
て定員超過収容等を行うことはやむを得ないが、この措置は一時的なものに限り、

常態化することがないように、病病連携を十分に活用する。

○ 医療機関は、新型インフルエンザ以外の疾患の患者に対する医療も可能な限り維
持できるよう、診療体制を工夫する。特に産科・小児科医療の維持に努める。

○ 慢性疾患等を有する定期受診患者については、事前にかかりつけの医師が了承し、

その旨をカルテ等に記載 しておくことで、発熱した際に、電話による診療により新

型インフルエンザヘの感染の有無について診断できた場合には、ファクシミリ等に

より抗インフルエンザウイルス薬等の処方せんを発行する。

4)発行された処方せんに対する薬局での対応

○ 慢性疾患等を有する定期受診患者について、薬局は長期処方に伴う患者の服薬コ

ンプライアンスの低下や薬剤の紛失等を回避するため、電話での服薬指導等を検討

する。また、薬局はファクシミリ等による抗インフルエンザウイルス薬等の処方せ

んの応需体制を整備する。

5)新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関の対応

○ 事前に都道府県により新型インフルエンザの診療を原則行わないものとして定
められた医療機関等は、新型インフルエンザ以外の疾患に係る診療に専念し、新型

インフルエンザ以外の疾患についての医療を維持する役割を担う。また、新型イン

フルエンザの診療を原則行わない医療機関等においても、医師等は自宅療養中の新

型インフルエンザの患者の往診や、発熱外来の診療等に、必要に応じて協力する。

6)都道府県等の対応

○ 都道府県等は、必要に応じて、発熱外来の増設を検討する。

○ 都道府県等は、新型インフルエンザの重症患者の入院が優先的に行われるよう、
医療機関の空床把握やその情報提供に努めるb

O 都道府県等は、自宅で療養する新型インフルエンザの患者及びその同居者に対し、
法第 44条の3の規定に基づき、感染を防止するための協力 (外出自粛等)を要請

する。
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○ 都道府県等は、自宅で療養する新型インフルエンザの患者やその同居者に対 し、

広報や HP等を活用して、感染防止策に努めるよう指導する。

○ 都道府県内で、抗インフルエンザウイルス薬、感染対策用資器材等が適正かつ円

滑に流通するよう調整する。(抗インフルエンザウイルス薬に
ついては、「抗インフ

ルエンザウイルス薬に関するガイ ドライン」を参照 )。

○ 都道府県は、新型インフルエンザの重症患者が増加し、医療機関の収容能力を超

えた場合に備え、事前に検討した公的研修施設等の宿泊施設を、医療機関以外
にお    `

いても医療を提供する場として提供する。

○ 都道府県は、地域医師会と連携 し、医療機関以外においても医療を提供する場に

医療従事者を訪間させることで、必要な医療を受けることができるよう
にする。

7)厚生労働省の対応

○ 厚生労働省は、国内外で得られた新型インフルエンザについての知見を整理 し、

新型インフルエンザの症例定義の変更があれば、随時修正を行う。

○ 厚生労働省は、国内で、抗インフルエンザウイルス薬、感染対策資器材等が適正

かつ円滑に流通するよう調整する。

○ 厚生労働省は、不要不急な外来受診、救急車両の利用を控えるよう国民へ呼びか

ける。

(2)在宅医療の確保について

○ この段階においては、原則として重症ではない新型インフルエンザの患者は、自

宅での療養とする。都道府県等や医療機関等は、電話相談、訪間、HP等により、

自宅で療養する新型インフルエンザの患者に対し必要な情報提供等行う。

○ 自宅で療養する新型インフルエンザの患者に対する往診、訪間看護等については、

新型インフルエンザの重症患者に係る診療に従事していない医師等が積極的
に関

与することが望まれる。

○ 医療機関等は、都道府県及び市区町村の福祉部局と連携 しながら、下記対応を行

つ 。
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・ 発熱外来を受診した後、自宅で療養する新型インフルエンザの患者に対し、診

察 した医師が電話による診療により新型インフル
エンザの症状の確認ができた

場合、フアクシミリ等による抗インフルエンザウイルス薬等の処方せ
んの発行を

行い、薬局はその処方せんを応需する。

口 新型インフルエンザ以外の疾患のため医療機関を受診 した後、自宅
で療養する

患者に対し、診察した医師が電話による診療により当該疾患に
ついて診断ができ

た場合、フアクシミリ等による当該疾患に係る医薬品の処方せんの発行を行
い、

薬局はその処方せんを応需する。

4.第二段階 (回復期)における医療体制

○ 都道府県においてピークを越えたと判断した場合は、今後の患者数を推計しなが
ら、各医療機関においては適切な医療資源の配置を検討する。

(1)対策の段階的縮小

1)医療機関の対応

○ 医療従事者等の肉体的及び精神的状況について配慮し、必要と認める者には体

暇を与えることを検討する。特に看取りや遺体安置に関わる医療従事者等の循環

配置を検討する。

○ 医療機関以外において医療を提供する場については、療養する新型インラルエン

ザの患者には医療機関に転院してもらい、可能であれば自宅での療養を促すなどし

て順次閉鎖する。

2)行政の対応
○ 都道府県等は、管内の発生動向及び診療の人的体制を勘案し、発熱外来の設置体

制を調整する。

(2)今後の資源配分の検討

1)医療機関の対応

○ 医療機関には、抗インフルエンザウイルス薬、感染対策資器材等の在庫状況を確

認し、今後の患者数の予測を踏まえ適正な資源配分を検討する。資源が不足する
こ

とが予測されるときは、事前に決定していた優先順位に従つた配分を決定する。
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○ 新型インフルエンザに罹患して復帰した医療従事者等やボランティアについて

は、状況を踏まえ活用を検討する。

2)´都道府県等の対応

○ 都道府県は、医療機関の人的被害及び医療資器材の在庫状況を確認し、新型イン

フルエンザやその他の疾患に係る診療が継続されるように調整する。

5.第 四段階における医療体制

○ 社会機能の回復を図り、流行の第二波|こ備えるため、これまで実施した対策につ

いて評価を行い、次期流行に備えた対策を実施する。また、不足している医療資器

材の調達及び再配備を行う。

(1)対策の評価及び第二波に対する対策

1)医療機関の対応
○ 平常の医療サービスが提供できる体制への速やかな復帰を推進する。

○ 医療機関は、抗インフルエンザウイルス薬、医療資器材等の在庫状況を確認し、

不足分を補充する等、流行の第二波への準備を開始する。

○ 新型インフルエンザに罹患して復帰した医療従事者等については、状況を踏まえ

活用を検討する。

2)都道府県等の対応

○ 都道府県は、新型インフルエンザの流行による被害を把握し、分析する。

○ 都道府県等は、地域の感染状況及び二一ズを踏まえ、発熱相談センター及び発熱

外来を中止する。

3)厚生労働省の対応
○ 厚生労働省は、国内外で得られた新型インフルエンザにづいての知見を整理し、

適正な抗インフルエンザウイルス薬の使用を含めた治療指針を作成し、都道府県等

及び医療機関に周知する。
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第 4章 患者搬送及び移送について

○ 法第 21条の規定に基づき、法第 19条の規定に基づく入院の対象となつた新型イ

ンフルエンザの患者については、都道府県等が、その移送体制の整備について責任

を持つとともに、原則として都道府県等が移送を行う。

o しかしながら、法第 19条の規定に基づく入院措置が行われる患者が増加し、都

道府県等による移送では対応しきれない場合は、消防機関等関係機関の協力が不可

欠であり、都道府県等は、事前に消防機関等関係機関と協議し、新型インフル
エン

ザ流行時における患者の移送体制を確立させる必要がある。

○ 法第 19条の規定に基づく入院措置が行われてない患者については、消防機関に

よる搬送が行われることとなるが、消防機関においては感染対策のため必要な個人

防護具等の準備を行う。

○ 新型インフルエンザの症状を有する者の数が増加した場合、患者を迅速に適切な

医療機関へ搬送できるよう、消防機関等と医療機関は、積極的に情報共有等の連携

を行う。

○ 新型インフルエンザの患者等による救急車両の利用が増加した場合、従来の救急

機能を維持するために、不要不急の救急車両の利用の自粛や、症状が軽微な場合
に

おける民間の患者等搬送事業者の活用等の広報
B啓発を行い、救急車両の適正利用

を推進する。
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第二段階から第二段階 (感染拡大期 )まで

～入院措置による感染拡大防止策が行われる段階～

上記に当てはまる

者は、必ず電話に

よる連絡・相談に

より発熱外来を受

診する。

もし、直接に―般の

医療機関を受診して

しまつた場合には、

公共交通機関を避

けて発熱外来を受診

させる。

感染

診断
この段階において

は、発熱外来と感染

症指定医療機関等

は併設することが望
まれる。入院特颯自宅療養もしくは通常の入院

第二段階(まん延期)以降
～患者への入院措置が解除された段階～

FAX等による処方箋発行

自

宅

療

養

直接の受診があ

ることを想定して

おく必要がある。

処方箋発行

入院治療をおこなう医療機関

※1事前に了承しておくことで 電ヽ話による診療を行う。
※2医療機関が重症患者で満床となった場合。

処方箋発行
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*1 期間はあくまで想定である。

表 1 発熱外来の考え方

表2 入院病床の考え方

|まで轍  :
Ｉ
ん
‐―‥―…‐‐
‐

■
ま
●

一一一一・ぐ
・・一一一・̈報̈

一一一甚一一一

想定される期間
*1

数日間～数週間 数週間～数か月間

主たる目的
新型インフルエンザの患者とそ

れ以外の患者との振り分け

①増大する医療ニーズに対応

②入院治療の必要性判断

電話連絡の必要

発熱相談センターに連絡・相談

し、発熱外来に電話 した後に受

診

必要に応じて発熱相談センタ

ーに連絡・相談し、発熱外来

を受診

新型インフルエン

ザの患者と診断し

たとき等の対応

全例について保健所に連絡 し、

感染症指定医療機関等へ移送

入院の必要があると判断され

る重症患者のみ受け入れ医療

機関に転送 し、それ以外は原

則として自宅療養を指導

想定される期間
*1

数日間～数週間 数週間～数か月間

主たる目的 感染拡大の抑制 重症者の治療

入院となる対象 任意入院及び患者の法的入院 入院治療を要する重症例

対応する医療機関 感染症指定医療機関等
原則として全ての医療機

関

*1 期間はあくまで想定である。
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抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン
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第 1章 はじめに

○ 我が国においては「新型インフルエンザ対策行動計画」に基づき、最新の医学的

な知見、諸外国における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄状況、抗イ
ンフルエン

ザウイルス薬の流通状況等を踏まえ、段階的に抗インフルエンザウイル
ス薬の備蓄

を進めることしている。

(リ ン酸オセルタミビル (商品名 :タ ミフル)の備蓄状況)

○ 平成 19年度までにタミフルを治療用として、国及び都道府県の備蓄分と流通備

蓄分を合わせて2,500万 人分備蓄している。治療用の備蓄量に
ついては、全人口の

25%が新型インフルエンザに罹患すると想定した上で、米国CDCにより示された

推計モデルを用いて、医療機関を受診する患者数を計算する
ことで、算出したもの

である。また、予防投与用 (封じ込め用)と して、300万人分の備蓄も完了して
い

る。

また、平成 20年度補正予算では、国の備蓄として 1,330万人分を追加する
こと

としている。

(ザナミビル水和物 (商品名 :リ レンザ)の備蓄状況)

○ 新型インフルエンザウイルスがタミフルに耐性を獲得している可能性もあるこ

とから、平成 19年度までにリレンザを、国で 135万人分備蓄している。

また、平成 20年度補正予算では、国の備蓄として 133万人分を追加する
こととし

ている。

○ 今後はタミフル耐性株サーベイランスの状況等も踏まえ、必要に応じて備蓄量を

見直すこととしている9

0 なお、新たに開発されている抗インフルエンザウイルス薬についても、情報収集

や支援を行い、全体の備蓄割合を検討することとしてし`る。

(本ガイドラインの目的)

○ 本ガイドラインでは、新型インフルエンザ対策行動計画の各発生段階における、

抗インフルエンザウイルス薬の流通調整の在り方、備蓄している抗イ
ンフルエンザ

ウイルス薬の有効な使用方法などについて示すこととする。
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第 2章 抗インフルエンザウイルス薬の流通調整

○ 新型インフルエンザの発生時には、適時に、必要な患者に、必要な量の抗インフ

ルエンザウイルス薬が供給されなくてはならない。しかし、特定の医療機関
や卸売

販売業者等による買占めや薬事法 (昭和 35年法律第 145号 )に基
づかない不正な取

引、情報を的確に判断できず不安に駆られた者による不要な買
い込み等により、抗

インフルエンザウイルス薬の流通に偏りが生じ、国民生活が混乱す
る事態も予想し

うる。こうした事態を回避するため、適切な流通調整を行う必要
がある。

1.全段階を通 じた対応

○ 国及び都道府県は、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の保管場所を非公

開とし、十分な警備体制の下で厳重に管理する。

○ 都道府県においては、都道府県警察による医療機関及び薬局 (以下「医療機関等」

とぃう。)での警戒活動の実施に備え必要に応じて連携を確認、強化する。

○ 国及び都道府県は、住民に対して、バンデミック発生を想定した十分な量の抗イ

ンフルエンザウイルス薬を備蓄することとしていることから、
パニツクを起こさず

冷静に対応するよう周知徹底する。

○ 国及び都道府県は、医療機関等に対して、市場における流通量の不足を生じさせ

る可能性が高いことから、必要量以上の抗インフル
エンザウイルス薬を購入しない

こと、流行終息後に大量の在庫を抱えても、返品が認められない
ことを周知徹底す

る。

さらに、悪質な買占め等と認められる場合には、買占め等を行つた機関
名を公表

する。

2.前段階における対応

○ 都道府県は、通常のインフルエンザ対策と同様に、地域医師会関係者、地域薬剤

師会関係者、卸売販売業者、学識経験者、保健所職員等からなる抗イ
ンフルエンザ

ウイルス薬対策委員会等を設置し、新型インフル土ンザの発生時における抗イ
ンフ
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ルエンザウイルス薬の安定供給等を図るため、次に掲げ
る事項を取 り決める。

・管内の卸売販売業者及び医療機関等の抗インフル
エンザウイルス薬の在庫状況

等を短期間に把握する体制整備に関する
こと。

口備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の放出方
法に関すること。

3.第一段階における対応

○ 都道府県は、抗インフルエンザウイルス薬対策委員会等で協議された新型インフ

ルエンザの発生時における抗インフルエンザウイルス薬
の安定供給に係る取り決

めを確認するとともに、次に掲げる事項を実施する。

・管内の卸売販売業者及び医療機関等の抗インフル
エンザウイルス薬の在庫状況

等を短期間に把握する体制を整備し、把握を開始する。

4.第二段階から第二段階 (感染拡大期)までにおける対応

1)都道府県が講ずべき措置                        、

o 第二段階から第二段階の感染拡大期までは、感染症指定医療機関等 (新型インフ

ル土ンザについて、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律 (平

成 10年法律第 114号。以下「感染症法」という。)第 19条の規定に基
づく入院に

係る医療を提供する医療機関をいう。以下同じ。)において、新型イ
ンフルエンザ

の患者等に対する医療を提供することとしている。

このため、都道府県は、卸売販売業者に対し、流通備蓄している抗イ
ンフルエン

ザウイルス薬を早期に確保し、感染症指定医療機関等の発注に対応する
よう指導す

る。

○ 都道府県は、流通備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の在庫量が一定量以

下になつた時点で、都道府県が備蓄している抗インフル
エンザウイルス薬を、都道

府県が指定した卸売販売業者を通じて感染症指定医療機関等
に配送する。なお、都

道府県は、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の使用状況
及び在庫状況を経

時的に厚生労働省に報告する。

2)国が講ずべき措置

○ 厚生労働省は、全国の患者の発生状況及び備蓄している抗インフルエンザウイル

ス薬の使用状況を把握し、抗インフルエンザウイルス薬が不足
しないよう、都道府
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県に対し、国が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を卸売販売
業者を通じて

放出する。必要に応じ、製造販売業者に対して、抗インフル
エンザウイルス薬の埠

加製造等を進めるように指導する。

5.第二段階 (まん延期)以降における対応

1)都道府県が講ずべき措置

○ 第三段階のまん延期以降は、原則として、全ての入院医療機関において、新型イ

ンフルエンザの患者に対する医療を提供する。このため、都道府県は、抗イ
ンフル

エンザウイルス薬について、各医療機関での使用状況及び在庫状況に関する情報を

収集し、必要に応じて、卸売販売業者を通じて、各医療機関の発注に対応す
る。

○ 都道府県は、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量が一定量以下になつた時点で、

国に補充を要請する。また、治療用の抗インフルエンザウイル
ス薬を有効に使用す

る観点から、各医療機関に対し、治療を中心とした投薬を行うよう指導する。

都道府県は備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の使用状況及び在庫状
況

を経時的に厚生労働省に報告する。

2)国が講ずべき措置

○ 厚生労働省は、全国の患者の発生状況及び備蓄している抗インフルエンザウイル

ス薬の使用状況を把握しながら、抗インフルエンザウイルス薬が不足しな
いように、

都道府県に対し、国が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を、卸売販
売業者

を通じて放出する。

第 3章 投与方法

1.新型インフルエンザの治療

○ 新型インフルエンザの抗インフルエンザウイルス薬投与量や投与期間等の治療

方針については、専門的な知見を踏まえ、厚生労働省が中心となり、随時更新
し、

周知することとしている。
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2.新型インフルエンザ発生時の通常インフルエンザの治療

○ 新型インフルエンザの流行中であつても、高齢者や小児、基礎疾患を伴う者は、

通常のインフルエンザによつて、重篤な病態が引き起こされる
ことも考えられるこ

とから、抗インフルエンザウイルス薬の使用が必要な場合がある。しかし、
一般に

健常な成人の場合は、通常のインフルエンザが重篤な病態を引き起
こすことは稀で

あり、通常のインフルエンザと診断できる状況では、診断した医師
の判断で抗イン

フルエンザウイルス薬の投与を控える場合がある。

○ また、通常のインフルエンザに対しては、発症後 48時間以降の抗イ
ンフルエンザ

ウイルス薬の効果は、不十分である可能性があることに留意する必要
がある。

3.新型インフルエンザの曝露を受けた者に対する予防投与

(1)予防投与の対象者

○ 新型インフルエンザウイルスの曝露を受けた者は、無症状又は軽薇な症状であつ

ても他人に感染させるおそれがあることから、第二段階及び第二段階 (感染拡
大期)

には、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与等を実施することとする。具体
的に

予防投与の対象として想定される者は次に掲げるとおりである。

1)患者の同居者

○ 第二段階において、患者の同居者は、新型インフルエンザウイルスの曝露を受け

ている可能性が高く、予防投与の対象とする。

○ 第二段階 (感染拡大期)以降は、第二段階における予防投与の効果等を評価した

上で、患者の同居者に対する予防投与を継続するかどうかを決定する。

2)同居者を除く患者との濃厚接触者及び患者と同じ学校、職場等に通う者

○ 第二段階及び第二段階 (感染拡大期)に患者が確認された場合、感染症法第 15

条の規定に基づき、積極的疫学調査が実施される。その結果特定され
た患者との濃

厚接触者 (同居者を除く)、 患者と同じ学校、職場等に通う者のうち新
型インフル

エンザウイルスの曝露を受けたと考えられるものは、患者の行動範囲等を考慮した

上で予防投与の対象とする。
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○ 第二段階 (まん延期)以降は、増加する患者への治療を優先し、これらの対象者
への予防投与を原則として見合わせるものとする。

3)医療従事者等・水際対策関係者

○ 医療従事者等・水際対策関係者への発症を予防することは、医療機能の維持や感

染拡大防止のために重要であり、十分な感染防止策を行わずに、患者に濃厚接触し

たこれらの者は予防投与の対象とする。

o ただし、有効性が確認された新型インフルエンザワクチンの接種を受けている場

合は、予防投与は見合わせ、発熱等の症状が出現後すぐに、抗インフル
エンザウイ

ルス薬の治療投与を行うこととする。

4)地域封じ込め実施地域の住民
○ 第二段階においては、一定の条件が満たされた場合地域封じ込め対策が実施され

ることがあり得る。その際は、当該地域内の住民に対し、一斉予防投与を実施する。

○ 封じ込めに用いる抗インフルエンザウイルス薬は、国が予防投与用 (封 じ込め用)
に備蓄している分を用いることが原則だが、緊急を要する場合には、都道府県が備

蓄している分を先に使用し、後で国が備蓄している分を補充する。

(「感染拡大防止に関するガイドライン」 参照)

(2)予防投与の実施に係る留意点

○ 予防投与については、必ずしも薬事法で承認を得られていない場合も含め、投与

対象者 (小児の場合は保護者を含む。)には、その有効性及び安全性について十分

に情報提供し、同意を得た上で行うこととする。

第 4章 抗インフルエンザウイルス薬の選択について

o wHOは 、新型インフルエンザ対して、ノイラミニダーゼ阻害薬による治療を推

奨している。ノイラミニダーゼ阻害薬には、経口内服薬のタミフルと、経口吸入薬

のリレンザがある。我が国を含め、各国では、経口内服薬で幼児から高齢者までが

服用しやすいタミフルを中心に備蓄している。しかし、一部の鳥インフルエンザウ

イルス株は、タミフルに対する耐性をもち、リレンザに感受性を示すことが判明し

ていることから、我が国でもタミフル耐性ウイルスが出現した場合を想定して、危

機管理のためにリレンザを備蓄している。
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注 :リ レンザは吸入薬であるため吸入器の装着が必要となる

○ 新型インフルエンザ発生時の治療薬は、タミフルを第一選択とし、地方衛生研究

所や国立感染研究所で行つているサーベイランス等を通じ、流行しているウイルス

がタミフルに耐性を示し、リレンザに感受性を示すことが判明した場合の治療時に

のみ、備蓄しているリレンザを使用する

○ なお、新型インフルエンザの病状についての予測は常に変わりうること、新型イ
ンフルエンザの予防 口治療方針等については随時最新の科学的知見を取り入れ見直

す必要があること等から、今後とも国内で流通している抗インフルエンザウイルス

薬の効果や薬剤耐性についての研究、情報収集を行うこととし、抗インフル
エンザ

ウイルス薬の投与方法や備蓄量については、適時適切に修正を行うこととする。
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○岩本 愛吉 日本感染症学会理事長
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◎金澤 一郎 日本学術会議会長

河岡 義裕 東京大学医科学研究所感染症国際研究センター長

川名 明彦 防衛医科大学校教授

田代 員人 国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター長

谷口 清洲 国立感染症研究所感染症情報センター第一室長

丸井 英二 )贋天堂大学医学部教授

◎座長、○副座長 (50灌F)贋 )



第4回新型インフルエンザ(A/HlNl)対策総括会議特別ゲスト名簿
(医療体制 )

.日

 日寺 平成22年 5月 12日 (水)1,
場 所 厚生労働省 省議室  3時

00分～

氏  名 所 属

飯沼 雅朗 医療法人雅修会 蒲郡深志病院 理事長

2 遠藤 不口郎 沖縄県立中部病院内科部長

3 工藤 宏一郎 独立行政法人国立国際医療研究センター国際疾病センター長

4 小竹 正雄 福井県健康福祉部長

5 笹井 康典 全国衛生部長会会長 (大阪府健康医療部長 )

6 澁谷 いづみ 全国保健所長会会長 (愛知県半田保健所長 )

7 白井 千香 神戸市保健福祉局参事 (神戸市保健所 )

8 高橋 宮人 仙台市健康福祉局次長

9 知花 なおみ 地方独立行政法人那覇市立病院 内科部長

10 保坂 シゲリ 社団法人日本医師会 感染症危機管理対策理事

保科 清 社団法人日本小児科医会会長

12 山口 亮 北海道保健福祉部保健医療局健康安全室医療参事


